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第１編 総 則 

 

１．１ 目 的 

 この標準は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「機

構」という。）の鉄道施設等の建設に係る電気関係工事（以下「工事」と

いう。）、電気関係の物品等の調達（以下「物品製造」という。）及び工事

に関する設計（これに付帯する測量を含む）、調査・基本設計、財産整理

（以下「設計等」という。）を請負に付する場合の予定価格の算定の基準

となる価格（以下「工事費等」という。）の積算について、積算業務の能

率化と予定価格の適正化をはかるために、標準的な処理方法を定めること

を目的とする。 

 

１．２ 予定価格と工事費等 

(1) 予定価格とは、競争入札における落札額 又は随意契約における見 

積 価格の決定にあたり、その基準とするためにあらかじめ定める

推定の価格をいう。 

(2) 工事価格とは、工事の施工に必要となる全ての経費の合計をいう。 

(3) 製品価格とは、物品の製造に必要となる全ての経費の合計をいう。 

(4) 業務価格とは、設計等の作業に必要となる全ての経費の合計をい

う。 

(5) 工事費等とは、工事価格に消費税及び地方消費税相当額（以下「消

費税等相当額」という。）を加えた工事費、製品価格に消費税等相

当額を加えた製作費、業務価格に消費税等相当額を加えた業務費を 

いう。 

 

第１編 総 則 

 

１．１ 目 的 

この標準は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「機

構」という。）の鉄道施設等の建設に係る電気関係工事（以下「工事」と

いう。）、電気関係の物品等の調達（以下「物品製造」という。）及び工 

事に関する設計（これに付帯する測量を含む）、調査     、財産整

理（以下「設計等」という。）を請負に付する場合の予定価格の基礎とな

る価格（以下「工事費等」という。）の積算について、積算業務の能率化

と予定価格の適正化をはかるために、標準的な処理方法を定めることを目

的とする。 

 

１．２ 予定価格と工事費等 

(1)予定価格とは、競争入札における落札額、又は随意契約における見 

積り価格の決定にあたり、その基準とするためにあらかじめ定める 

推定の価格をいう。 

(2)工事価格とは、工事の施工に必要となる全ての経費の合計をいう。 

(3)製品価格とは、物品の製造に必要となる全ての経費の合計をいう。 

(4)業務価格とは、設計等の作業に必要となる全ての経費の合計をい 

う。 

(5)工事費等とは、工事価格に消費税       相当額      

            を加えた工事費、製品価格に消費税 相 

当額を加えた製作費、業務価格に消費税 相当額を加えた業務費を

いう。 
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(6) 予定価格は、工事費等を基準として定める。 

(7) 工事費は、通常の場合、入札又は見積り時において、標準的な業者が

標準的方法で施工するのに要すると推測される費用を、契約内容、設

計図書等に基づいて算定するものであるから、その内容は実際の施

工とは必ずしも一致するものではない。製作費及び業務費について

も同様である。 

 

１．３ 積算の方法 

(1) 工事費等の積算にあたっては、必要な精度に見合う範囲で、この標  

準及び積算要領（本社制定要領並びに地方機関において定めた要領）

により、能率的に行なう。 

(2) 積算の過程は、積算書等に記載し、工事費等の審査並びに契約後 

の設計変更、請負金額の精算等の処理が可能な程度に、その内容を

明らかにする。 

(3)  工事及び設計等の内容は、別途定める「工事工種体系構成表」を基

準に区分する。 

(4)  この標準及び積算要領によれない場合は、別途積算するものとす

る。この場合、他の積算標準、文献、過去の実績、見積等から、最

も妥当と思われる数値を査定し、これにより積算することができ

る。 

 

 

 

 

 

(6) 予定価格は、工事費等を基準として定める。 

(7) 工事費は、通常の場合、入札又は見積り時において、標準的な業者

が標準的方法で施工するのに要すると推測される費用を、契約内

容、設計図書等に基づいて算定するものであるから、その内容は実

際の施工とは必ずしも一致するものではない。製作費、業務費に 

ついても同様である。 

 

１．３ 積算の方法 

(1) 工事費等の積算にあたっては、必要な精度に見合う範囲で、この標

準及び積算要領（本社制定要領並びに鉄道建設本部各支社等におい

て定めた要領）により、能率的に行なう。 

(2) 積算の過程は、積算書等に記載し、工事費等の審査並びに契約後 

の設計変更、請負金額の精算等の処理が可能な程度に、その内容を 

明らかにする。 

(3) 工事及び設計等の内容は、別途定める工事工種体系を基準に区分す

る。 

(4) この標準及び積算要領によれない場合は、別途積算するものとす 

る。この場合、他の積算標準、文献、過去の実績、見積等から、最 

も妥当と思われる数値を査定し、これにより積算することができ

る。 
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第２編 工事 

 

２．１ 適用 

 鉄道施設等の建設に係る電気関係工事の積算に適用する。 

 

２．２ 工事費の構成 

 工事費の構成は、次による 

 

 

 

           直接労務費 

         直接工事費   材料費 

     純工事費     運搬費 

    工事原価       機械損料、その他 

   工事価格       間接工事費   間接労務費 

           共通仮設費 

工事費        現場管理費  ［共通費］ 

一般管理費等 

      消費税等相当額  

 

注）共通費＝間接工事費＋現場管理費＋一般管理費等 

 

 

 

 

 

 

第２編 工事 

 

２．１ 適用 

鉄道施設等の建設に係る電気関係工事の積算に適用する。 

 

２．２ 工事費の構成 

工事費の構成は、次による。 

 

 

 

           直接労務費 

         直接工事費   材料費 

     純工事費     運搬費 

    工事原価       機械損料、その他 

   工事価格       間接工事費   間接労務費 

           共通仮設費 

工事費        現場管理費  ［共通費］ 

一般管理費等 

      消費税 相当額  

 

注）共通費＝間接工事費＋現場管理費＋一般管理費等 
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２．３ 工事費の算定 

(1) 当初 

 工 事 価 格 ＝ 直接工事費 ＋ 共通費 

 工 事 費 ＝ 工 事 価 格 ＋ 消費税等相当額 

(2) 設計変更 

ア 工事における設計変更の工事費は、当該変更対象の直接工事費を

積算し、これに当該変更に係わる共通費を加えて得た額に、原則

として「当初請負代金額から消費税等相当額を減じた額／当初予

定価格下調書記載の工事価格」の比率を乗じ、さらに消費税等相

当額を加える。ただし以下の場合の費用には、「当初請負代金額

から消費税等相当額を減じた額／当初予定価格下調書記載の工事

価格」を乗じない。 

(ｱ)  新たな工事の追加 

現に施工中の工事と一体で施工することが不可欠な場合にお

いて、設計図書で明示していない施工条件について受注者が

予期することのできない特別な状態が生じ、以下の aから e

の新たな種類の工事を追加する場合の費用。 

a とりこわし（地下埋設物及び埋設配管に限る） 

b 地盤改良 

c 土壌汚染処理 

d アスベスト含有吹付材及び保温材等の処理 

e 上記 aから dに伴う発生材処理 

イ  (ｱ)の新たな追加の工事に関して、当該追加の工事に係る設計変

更における工事費は、当該変更に係る直接工事費を積算し、これ

に当該変更に係る共通費を加えて得た額に、「当該追加の工事が

２．３ 工事費の算定 

(1)当初 

工 事 価 格 ＝ 直接工事費  ＋ 共通費 

工 事 費 ＝ 工 事 価 格 ＋ 消費税 相当額 

(2)設計変更 

ア 工事における設計変更の工事費は、当該変更対象の直接工事費を

積算し、これに当該変更に係わる共通費を加えて得た額に、原則

として「当初請負代金額から消費税 相当額を減じた額／当初予

定価格内訳書記載の工事価格」の比率を乗じ、さらに消費税 相

当額を加える。ただし以下の場合の費用には、「当初請負代金額

から消費税 相当額を減じた額／当初予定価格内訳書記載の工事

価格」を乗じない。 

(ｱ) 新たな工事の追加 

現に施工中の工事と一体で施工することが不可欠な場合にお

いて、設計図書で明示していない施工条件について受注者が

予期することのできない特別な状態が生じ、以下のaからeの

新たな 種類の工事を追加する場合の費用。 

a とりこわし（地下埋設物及び埋設配管に限る） 

b 地盤改良 

c 土壌汚染処理 

d アスベスト含有吹付材及び保温材等の処理 

e 上記aからdに伴う発生材処理 

イ  (ｱ)の新たな追加の工事に関して、当該追加の工事に係る設計変

更における工事費は、当該変更に係る直接工事費を積算し、これ

に当該変更に係る共通費を加えて得た額に、 当該追加の工事が
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新たに追加された際の請負代金の変更額から消費税等相当額を減

じた額／当該変更契約時の予定価格下調書記載の工事価格  」

の比率を乗じ、さらに消費税等相当額を加えて得た額とする。 

 

２．４ 直接工事費の積算 

２．４．１ 数量積算基準 

  設計図書に基づき、統一的かつ効率的に行うための標準的な数量の基 

準は次による。 

(1) 数量は、設計数量とし設計図書に明記されている工事材料（機器、材

料等）の台数、個数、組数、設計図面を計測し算出した配管・配線等

の長さの正味数量とする。 

(2) 計測における寸法の単位は、原則としてｍとする。 

(3) 長さ、面積、体積及び質量の単位は、原則としてｍ、㎡、㎥、kg 

及びｔとし、機器の単位は、基、面、台、個、組等とする。ただ 

し、少量の改修が点在する場合の数量は、箇所等の単位とすること  

ができる。 

(4) 計測・計算の有効数値は、原則として次による。 

① 端数の処理は、四捨五入とする。 

② 長さは、小数点以下第１位とする。 

③ 面積、体積及び質量は、小数点以下第２位とする。 

④ 電子データの数値については、計測・計算過程において、その 

数値を活用してもよい。 

(5) 工事等数量総括表の   数量は、原則として小数点以下第１位を 

四捨五入し、整数とする。 

(6) 別に定められた基準数量又は基準となる率を使用する場合における 

新たに追加された際の請負代金の変更額から消費税等総合額を減

じた額を当該変更契約時の工事費内訳書記載の工事価格で除した 

比率を乗じ、さらに消費税等相当額を加えて得た額とする。 

 

２．４ 直接工事費の積算 

２．４．１ 数量積算基準 

設計図書に基づき、統一的かつ効率的に行うための標準的な数量の基 

準は次による。 

(1)数量は、設計数量とし設計図書に明記されている工事材料（機器、材

料等）の台数、個数、組数、設計図面を計測し算出した配管・配線等

の長さの正味数量とする。 

                     

(2) 計測・計算の単位は、原則としてｍ、ｍ2、ｍ3、kg及びｔとするほ

か、適切な単位   とする。ただし、少量の改修が点在する場合の

数量は、箇所等の単位とすることができる。 

 

(3) 計測・計算の有効数値は、原則として次による。①端数の処理は、

四捨五入とする。②長さは、小数点第１位とする。 

①端数の処理は、四捨五入とする。 

②長さは、小数点  第１位とする。 

③面積、体積及び質量は、小数点   第２位とする。 

④電子データの数値については、   その数値を活用してもよい。 

(4) 工事等数量総括表の単価に対応する数量は、原則として小数点以下

第１位を四捨五入し、整数とする。 

(5) 別に定められた基準数量又は基準となる率を使用する場合におけ 
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  有効数字の小数位は、(4)にかかわらず定められた値をそのまま用い

る。 

 

２．４．２ 労務費 

  労務費は、工事の施工上、必要とする労務の費用とし、次による。 

(1)  直接労務費 

直接労務費は、直接工事に要する労務の費用とし、次式により算出 

する。ただし、派遣費を必要とする場合は、「２．６ 派遣費」に

よる。  

直接労務費＝工事数量×標準歩掛×統合乗率係数×歩掛単価 

ア 工事数量 

 工事数量は、原則として「工事工種体系構成表」に定める区分

に基づいて、工事等数量総括表に記載した数量をいう。 

イ 標準歩掛 

 標準歩掛は、「電気関係工事標準歩掛積算要領」による。 

ウ 統合乗率係数 

 統合乗率係数は、標準歩掛に対する歩掛補正の乗率及び割増賃

金の手当率を統合した係数であって、次式により算出する。 

統合乗率係数 ＝（ 1 ＋∑歩掛補正の乗率 ）（ 1 ＋∑割増賃金

の手当率 ） 

エ 歩掛単価 

 歩掛単価は、次式により算出する。 

 歩掛単価 ＝ 労務単価 × 労務単価加算係数 

（注）専門業種及び地域が２以上にわたる工事の歩掛単価の適用

は、工事内容の最も多い業種及び地域のものとする。 

る有効数字の小数位は、(3)にかかわらず定められた値をそのまま用 

いる。 

 

２．４．２  労務費 

労務費は、工事の施工上、必要とする労務の費用とし、次による。 

(1) 直接労務費 

直接労務費は、直接工事に要する労務の費用とし、次式により算出

する。ただし、派遣費を必要とする場合は、「２．６ 派遣費」に

よる。 

直接労務費＝工事数量×標準歩掛×統合乗率係数×歩掛単価 

ア 工事数量 

工事数量は、原則として「工事工種体系   」に定める区分 

に基づいて、工事等数量総括表に記載した数量をいう。 

イ 標準歩掛 

標準歩掛は、「電気関係工事標準歩掛積算要領」による。 

ウ 統合乗率係数 

統合乗率係数は、標準歩掛に対する歩掛補正の乗率及び割増賃

金の手当率を統合した係数であって、次式により算出する。 

統合乗率係数 ＝（ 1 ＋Σ歩掛補正の乗率 ）（ 1 ＋Σ割増賃金

の手当率 ） 

エ 歩掛単価 

歩掛単価は、次式により算出する。 

歩掛単価＝労務単価×労務単価加算係数 

（注）専門業種及び地域が２以上にわたる工事の歩掛単価の適用 

は、工事内容の最も多い業種及び地域のものとする。 
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(ｱ) 労務単価 

労務単価は次式により出するものとする。 

 労務単価 =
∑(職種係数 × 職種別の基準賃金)

職種統合比率
 

a 職種別の基準賃金 

 職種別の基準賃金は、各官公庁において用いる労務賃金を

参考とし、工事現場の実情に即したものを使用する。 

（注１） １人工の賃金は、１日につき休憩時間を除く労働時間８時 

間に対する日給額とする。 

（注２）「官公庁において用いる労務賃金」とは、農林水産省、国土 

交通省が決定する公共工事設計労務単価とする。 

 ただし、この賃金の構成内容には、割増賃金の対象とすべき 

でないもの（実物給与、賞与、臨時給与等）を含んでいるの

で、積算に当っては、割増賃金対象と対象外に分割して、積 

算する必要が生ずるので、積算簡素化のため、あらかじめこ

の賃金より割増対象となる賃金を減額し、割増の有無にかか

わらず適用する。 

b 職種係数 

 職種係数は、専門分野（電気工事設計等標準仕様書（平成

16 年 3 月機構規程第 208号）1.2 用語の定義で定められた電

車線路設備、変電設備、電灯電力設備、信号設備及び通信設

備を言う。以下同じ）別の作業員の職種構成を示す数値で、

次の表のとおりとする。 

 

 

(ｱ) 労務単価 

労務単価は、次式により算出するものとする。 

労務単価＝
∑(職種係数 × 職種別の基準賃金)

職種統合比率
 

a 職種別の基準賃金 

職種別の基準賃金は、各官公庁において用いる労務賃金を

参考とし、工事現場の実情に即したものを使用する。 

（注１） １人工の賃金は、１日につき休憩時間を除く労働時間８時

間に対する日給額とする。 

（注２）「官公庁において用いる労務賃金」とは、農林水産省、国土

交通省が決定する公共工事設計労務単価とする。 

ただし、この賃金の構成内容には、割増賃金の対象とすべき

でないもの（実物給与、賞与、臨時給与等）を含んでいるの

で、積算に当っては、割増賃金対象と対象外に分割して、積

算する必要が生ずるので、積算簡素化のため、あらかじめこ

の賃金より割増対象となる賃金を減額し、割増の有無にかか

わらず適用する。 

b 職種係数 

職種係数は、専門業種別の作業員の職種構成を示   

す数値で、次の表のとおりとする。 
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   専門分野 

職種別 
電車線路、変電、電灯電力設備 信号、通信設備 

特 電 工 0.0989 0.0158 

電 工 A 0.2200 0.3942 

電 工 B 0.2144 0.1402 

普 通 作 業 員 0.3739 0.3892 

特 殊 作 業 員 0.0330 0.0151 

型 わ く 工 0.0218 0.0169 

石   工 0.0115 0.0095 

塗 装 工 0.0132 0.0035 

溶 接 工 0.0006 0.0001 

配 管 工 0.0081 0.0152 

左   官 0.0006 0.0002 

機 械 工 0.0031  

鉄 筋 工 0.0009  

板 金 工  0.0001 

 

c 統合比率 

 統合比率は、職種別全国平均賃金をもとに、電工Ａを１と

した場合の各職種の賃金比率をいい、その数値は、次の表の

とおりとする。 

 

 

 

 

   専門業種 

職種別 
電 力 機 器 電 力 線 路 情報制御設備 

特 電 工 0.0989 0.0158 

電 工 A 0.2200 0.3942 

電 工 B 0.2144 0.1402 

普 通 作 業 員 0.3739 0.3892 

特 殊 作 業 員 0.0330 0.0151 

型 わ く 工 0.0218 0.0169 

石   工 0.0115 0.0095 

塗 装 工 0.0132 0.0035 

溶 接 工 0.0006 0.0001 

配 管 工 0.0081 0.0152 

左   官 0.0006 0.0002 

機 械 工 0.0031  

鉄 筋 工 0.0009  

板 金 工  0.0001 

 

c 統合比率 

統合比率は、職種別全国平均賃金をもとに、電工Ａを１と

した場合の各職種の賃金比率をいい、その数値は、次の表の 

とおりとする。 
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職 種 名 統 合 比 率 職 種 名 統 合 比 率 

特 電 工 1.20 塗 装 工 0.76 

電 工 Ａ 1.00 溶 接 工 0.69 

電 工 Ｂ 0.80 配 管 工 0.68 

普通作業員 0.58 左   官 0.87 

特殊作業員 0.73 機 械 工 0.82 

型 わ く 工 0.82 鉄 筋 工 0.80 

石   工 0.99 板 金 工 0.73 

 

d 職種統合比率 

 職種統合比率は、職種係数と統合比率から労務単価を算出

するための係数で、〔Σ（職種係数×統合比率）〕で求めら

れ、その数値は、次の表のとおりとする。 

       数  値 

専門分野 
職種統合比率 

電車線路、変電、電灯電力設備 0.8002 

信号、通信設備 0.7987 

 

 

(ｲ)  労務単価加算係数 

 労務単価加算係数は、積算上、必ず計算される役付手当を歩 

掛単価に含めるための係数〔（1＋統合役付手当率）〕であり、そ 

の数値は、次の表のとおりとする。 

 

職 種 名 統 合 比 率 職 種 名 統 合 比 率 

特 電 工 1.20 塗 装 工 0.76 

電 工 Ａ 1.00 溶 接 工 0.69 

電 工 Ｂ 0.80 配 管 工 0.68 

普通作業員 0.58 左   官 0.87 

特殊作業員 0.73 機 械 工 0.82 

型 わ く 工 0.82 鉄 筋 工 0.80 

石   工 0.99 板 金 工 0.73 

 

d 職種統合比率 

職種統合比率は、職種係数と統合比率から労務単価を算出

するための係数で、〔Σ(職種係数×統合比率)〕で求めら

れ、その数値は、次の表のとおりとする。 

       数  値  

専門業種別 
職種統合比率 

電  力  機  器 
0.8002 

電  力  線  路 

情 報 制 御 設 備 0.7987 

 

 

(ｲ) 労務単価加算係数 

労務単価加算係数は、積算上、必ず計算される役付手当を歩 

掛単価に含めるための係数〔（1＋統合役付手当率）〕であり、そ 

の数値は、次の表のとおりとする。 



ページ 改  正 現  行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          数  値  

専門分野 
労務単価加算係数 

電車線路、変電、電灯電力設備 1.0263 

信号、通信設備 1.0263 

（注１） 統合役付手当率とは、「２．４．２(1)カ割増賃金(ｳ)役付手

当」の数値をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          数  値  

専門業種別 
労務単価加算係数 

電  力  機  器 
1.0263 

電  力  線  路 

情 報 制 御 設 備 1.0263 

（注１） 統合役付手当率とは、「２．４．２(1)カ割増賃金(ｳ)役付手

当」の数値をいう。 
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オ 歩掛補正 

 歩掛補正は、作業の能率低下を補正するもので、次による。 

(ｱ)  線区乗率 

  線区乗率は、運転頻度、列車見張り、事故防止専任者及 

び工事用列車防護装置（可搬形）の各乗率を統合したもので

あって、営業線における列車又は車両の運転中に行う作業で、

作業が中断される等のための能率低下を補正するものであ

る。 

この乗率値は、当該線区の鉄道事業者の定めた乗率による

ことを基準とし、これによれない場合は類似の線区を参考と

する。 

(ｲ)  停電又は閉鎖乗率 

 停電又は閉鎖乗率は、停電又は閉鎖時間内に行う作業間合前

後の点検、打合せ及び手待ちに要する能率低下並びに駅側等と

打合せを行いながら、列車間合において行う作業の手待ち及び

手戻り等に要する能率低下を補正するもので、この乗率値は、

次の表によるものとする。 

 率 名 停電又は閉鎖乗率（％） 

 停電又は 45分

まで 

1 時間

まで 

2 時間

まで 

3 時間

まで 

3 時間をこえ 

6 時間まで 作業種別  

直流停電作業 

（直流 1500V） 
50 40 30 

20 10 交流停電作業 

（特高及び高圧） 
80 50 40 

線路閉鎖作業 50 40 30 

オ 歩掛補正 

歩掛補正は、作業の能率低下を補正するもので、次による。 

(ｱ) 線区乗率 

線区乗率は、運転ひん度、列車見張り、事故防止専任者及

び工事用列車防護装置（可搬形）の各乗率を統合したもので

あって、営業線における列車又は車両の運転中に行う作業で、

作業が中断される等のための能率低下を補正するものであ

る。 

この乗率値は、当該線区の鉄道事業者の定めた乗率による

ことを基準とし、これによれない場合は類似の線区を参考と

する。 

(ｲ) 停電又は閉さ乗率 

停電又は閉さ乗率は、停電又は閉さ時間内に行う作業間合前

後の点検、打合せ及び手待ちに要する能率低下並びに駅側等と

打合せを行いながら、列車間合において行う作業の手待ち及び

手戻り等に要する能率低下を補正するもので、この乗率値は、

次の表によるものとする。 

 率 名 停電又は閉さ乗率（％） 

 停電又は 45 分

まで 

1 時間

まで 

2 時間

まで 

3 時間

まで 

3 時間をこえ 

6 時間まで 作業種別  

直流停電作業 

（直流 1500V） 
50 40 30 

20 10 交流停電作業 

（特高及び高圧） 
80 50 40 

線路閉さ作業 50 40 30 

閉さ時間 閉鎖時間 
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（注１） 運転に直接関係ある通信回線の切換作業及び信号設備で装置の 

停止間合中における作業は、表の線路閉鎖作業の乗率を準用する。 

（注２） 実働８時間において、停電又は閉鎖間合が２回以上ある場合は、

これらの合計時間を対象時間とするのではなく、個々の停電又は閉

さ時間を対象とした乗率値を適用する。 

（注３） 停電作業と閉鎖作業が競合する場合は、停電作業の乗率値を適用

するものとする。 

（注４） 駅側等と打合せを行いながら、列車間合において行う作業にも 

適用できるものとし、その適用は次による。 

(1) 列車の運転に影響を及ぼす装置を改良する作業等で、正規の

列車運転、又は駅側等の入れ換え作業を妨げることなく、作

業を行う場合に適用する。 

(2) 電車区間等で、終電から初電までの間に行う作業で、他に列

車等がなく連続作業ができる場合は、適用しない。 

(3) 停電又は閉鎖時間内に行う作業には、適用しない。 

(4) 乗率値は、線路閉鎖作業の３時間をこえ６時間までの率値を

準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） 運転に直接関係ある通信回線の切換作業及び信号設備で装置の

停止間合中における作業は、表の線路閉さ作業の乗率を準用する。 

（注２） 実働８時間において、停電又は閉さ間合が２回以上ある場合

は、これらの合計時間を対象時間とするのではなく、個々の停電又

は閉さ時間を対象とした乗率値を適用する。 

（注３） 停電作業と閉さ作業が競合する場合は、停電作業の乗率値を適

用するものとする。 

（注４） 駅側等と打合せを行いながら、列車間合において行う作業にも

適用できるものとし、その適用は次による。 

(1) 列車の運転に影響を及ぼす装置を改良する作業等で、正規の

列車運転、又は駅側等の入れ換え作業を妨げることなく、作

業を行う場合に適用する。 

(2) 電車区間等で、終電から初電までの間に行う作業で、他に列

車等がなく連続作業ができる場合は、適用しない。 

(3) 停電又は閉さ時間内に行う作業には、適用しない。 

(4) 乗率値は、線路閉さ作業の３時間をこえ６時間までの率値を

準用する。 
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(ｳ)  高圧の活線又は近接乗率 

 高圧の活線又は近接乗率は、高圧線等の活線作業又はこれに

近接して行う作業の能率低下を補正するもので、この乗率値は、

次の表によるものとする。 

率  名 

作 業 種 別 

高圧の活線又は 

近接乗率（％） 

１．ＤＣ1500Ｖ活線作業 

（対接地距離1ｍ以内で行う作業に限る。） 

２．ＡＣ20～30kV活線作業 

（対接地距離2ｍ以内で行う作業に限る。） 

３．次の各号に揚げる距離以内の活線又は加圧

機器等に近接して行う作業。 

(1)  140 kV以上 4ｍ 

(2)   60 kV以上 3ｍ 

(3)    7 kV以上 2ｍ 

(4)  600Ｖ以上  1ｍ 

(5)  ＤＣ1500Ｖ 1ｍ 

40 

活線又は加圧機器等の間に保護網、保護さく等

があって、保護網等を経由して活線又は加圧機

器までの距離が前３項の距離以内にある場合 

10 

 

 

 

 

 

(ｳ) 高圧の活線又は近接乗率 

高圧の活線又は近接乗率は、高圧線等の活線作業又はこれに

近接して行う作業の能率低下を補正するもので、この乗率値は、

次の表によるものとする。 

率  名 

作 業 種 別 

高圧の活線又は 

近接乗率（％） 

１．ＤＣ1500Ｖ活線作業 

（対接地距離1ｍ以内で行う作業に限る。） 

２．ＡＣ20～30kV活線作業 

（対接地距離2ｍ以内で行う作業に限る。） 

３．次の各号に揚げる距離以内の活線又は加圧

機器等に近接して行う作業。 

(1)  140 kV以上 4ｍ 

(2)   60 kV以上 3ｍ 

(3)    7 kV以上 2ｍ 

(4)  600Ｖ以上  1ｍ 

(5)  ＤＣ1500Ｖ 1ｍ 

40 

活線又は加圧機器等の間に保護網、保護さく等

があって、保護網等を経由して活線又は加圧機

器までの距離が前３項の距離以内にある場合 

10 
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(ｴ)  冬期寒冷地乗率 

 冬期寒冷地乗率は、冬期寒冷地における屋外作業で、寒冷と

降積雪等の作業環境による作業能率の低下が工程上特に著しい

と判断される場合、作業別ごとに補正するものである。 

 この乗率値は、当該線区の鉄道事業者の定めた乗率によるこ

とを基準とし、これによれない場合は類似の線区を参考とする。 

 

(ｵ)  関連工事乗率 

 関連工事乗率は、土木、軌道、建築工事に関連する工事で、競

合による手待ち、打合せ等のため、作業能率が特に著しく低下

するのを補正するもので、この乗率値は、次の表によるものと

する。 

        率 名  

関連種別 
関連工事乗率（％） 

建      築 20 

土      木 10 

軌      道 10 

 

 

 

(ｶ)  夜間作業乗率 

 夜間作業乗率は、昼間に比べて疲労度が大きく、かつ、照明が

不充分であるために、能率が低下するのを補正するもので、こ 

の乗率値は、次の表によるものとする。 

 

(ｴ) 冬期寒冷地乗率 

冬期寒冷地乗率は、冬期寒冷地における屋外作業で、寒冷と

降積雪等の作業環境による作業能率の低下が工程上特に著しい

と判断される場合、作業別ごとに補正するものである。 

この乗率値は、当該線区の鉄道事業者の定めた乗率によるこ

とを基準とし、これによれない場合は類似の線区を参考とする。 

 

(ｵ) 関連工事乗率 

関連工事乗率は、土木、軌道、建築工事に関連する工事で、

競合による手待ち、打合せ等のため、作業能率が特に著しく低

下するのを補正するもので、この乗率値は、次の表によるもの

とする。 

        率 名  

関連種別 
関連工事乗率（％） 

建      築 20 

土      木 10 

軌      道 10 

 

 

 

(ｶ) 夜間作業乗率 

夜間作業乗率は、昼間に比べて疲労度が大きく、かつ、照明が

不充分であるために、能率が低下するのを補正するもので、こ 

の乗率値は、次の表によるものとする。 
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率 名  

作業種別 
夜間作業乗率（％） 

屋 外 作 業 20 

屋 内 作 業 10 

（注１） 夜間とは、夏期と冬期で、また、地域によって時間が異なるが、

おおむね19時から翌朝５時までとする。 

（注２） この乗率の適用は、次による。 

(1) ホーム上家内は、屋外作業の率を適用する。ただし、既設照

明設備により照明が得られる場合には、屋内作業の率を適用

する。 

(2) トンネル内の作業は、この乗率を適用しない。 

 

(ｷ)  作業地点乗率 

 作業地点乗率は、長大トンネル等で、作業場所に到達するた

めの往復時間(１時間をこえる時間)に対する能率低下を補正す

るもので、この乗率値は、次式により算出する。 

作業地点乗率 ＝ 
t 

× 100 （％） 
8 － t 

t：往復に要する時間で、１時間をこえる部分の時間 

 

（注１） 長大トンネル及び山間へき地で、自動車の進入が不可

能な地点からの往復の徒歩時間(１時間をこえる部分の

時間)に適用する。ただし、トンネルの途中に横穴等の出

入口があり、その地点までの自動車の進入が可能な場合

は、その地点からとする。 

率 名  

作業種別 
夜間作業乗率（％） 

屋 外 作 業 20 

屋 内 作 業 10 

（注１） 夜間とは、夏期と冬期で、また、地域によって時間が異なるが、 

おおむね19時から翌朝５時までとする。 

（注２） この乗率の適用は、次による。 

(1) ホーム上家内は、屋外作業の率を適用する。ただし、既設照

明設備により照明が得られる場合には、屋内作業の率を適用

する。 

(2) トンネル内の作業は、この乗率を適用しない。 

 

(ｷ) 作業地点乗率 

作業地点乗率は、長大トンネル等で、作業場所に到達するた 

めの往復時間(１時間をこえる時間)に対する能率低下を補正す

るもので、この乗率値は、次式により算出する。 

作業地点乗率 ＝ 
t 

× 100 （％） 
8 － t 

t：往復に要する時間で、１時間をこえる部分の時間 

 

（注１） 長大トンネル及び山間へき地で、自動車の進入が不可

能な地点からの往復の徒歩時間(１時間をこえる部分の

時間)に適用する。ただし、トンネルの途中に横穴等の出

入口があり、その地点までの自動車の進入が可能な場合

は、その地点からとする。 
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（注２） 長大トンネル内で、夜間特殊作業手当を適用した場合

は、この乗率は、適用しない。 

 

 

(ｸ) トンネル内作業乗率 

 トンネル内作業乗率は、昼間でもトンネル内は照明が不十分

で暗く、夜間は疲労度が大きいため等により、能率が低下する

のを補正するもので、この乗率値は、次の表によるものとする。 

率 名  

作業種別 
トンネル内作業乗率（％） 

昼   間 10 

夜   間 20 

（注）  夜間作業乗率と併用しない。 

 

(ｹ)  高所作業乗率 

 高所作業乗率は、作業を行う場所が高所で、転落の危険があ

るために能率が低下するのを補正するもので、この乗率値は、

次の表によるものとする。  

率 名  

作業種別 
高所作業乗率（％） 

地上10ｍ以上の箇所で行う作業 10 

地上20ｍ以上の箇所で行う作業 20 

 

 

 

（注２） 長大トンネル内で、夜間特殊作業手当を適用した場合

は、この乗率は、適用しない。 

 

 

(ｸ) トンネル内作業乗率 

トンネル内作業乗率は、昼間でもトンネル内は照明が不十分

で暗く、夜間は疲労度が大きいため等により、能率が低下する

のを補正するもので、この乗率値は、次の表によるものとする。 

率 名  

作業種別 
トンネル内作業乗率（％） 

昼   間 10 

夜   間 20 

（注） 夜間作業乗率と併用しない。 

 

(ｹ) 高所作業乗率 

高所作業乗率は、作業を行う場所が高所で、転落の危険があ

るために能率が低下するのを補正するもので、この乗率値は、

次の表によるものとする。 

率 名  

作業種別 
高所作業乗率（％） 

地上10ｍ以上の箇所で行う作業 10 

地上20ｍ以上の箇所で行う作業 20 
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(ｺ)  狭あい箇所作業乗率 

 狭あい箇所作業乗率は、作業場所が狭く、作業が困難なため

に作業能率が低下するのを補正するもので、この乗率値は、次

の表によるものとする。 

             率 名  

作業種別 

狭あい箇所作業乗

率（％） 

狭あい箇所における作業 10 

 

(ｻ)  ホーム等手待乗率 

 ホーム、踏切道、通路上の作業（旅客等により作業が中断され

る場合）及び業務上の手待ち等のため、能率低下を補正するも

ので、この乗率値は次の表によるものとする。 

             率 名  

作業種別 

ホーム等手待乗率

（％） 

ホーム等における作業 10 

 

(ｼ)  緊急性乗率 

     緊急性乗率は、特に緊急に工事を完了する必要があって、作

業人員を標準に対し、相当に上回って投入する場合、又は通常

の作業手順等を、大幅に変更して施工するために、手戻り、手

待ちを生じ、作業能率が低下すると想定されるときは、実情に

より補正するもので、この乗率を適用する工事は、次の場合等

とする。 

 

(ｺ) 狭あい箇所作業乗率 

狭あい箇所作業乗率は、作業場所が狭く、作業が困難なため 

に作業能率が低下するのを補正するもので、この乗率値は、次

の表によるものとする。 

             率 名  

作業種別 

狭あい箇所作業乗

率（％） 

狭あい箇所における作業 10 

 

(ｻ) ホーム等手待乗率 

ホーム、踏切道、通路上の作業（旅客等により作業が中断され

る場合）及び業務上の手待ち等のため、能率低下を補正するも

ので、この乗率値は次の表によるものとする。 

             率 名  

作業種別 

ホーム等手待乗率

（％） 

ホーム等における作業 10 

 

(ｼ) 緊急性乗率 

緊急性乗率は、特に緊急に工事を完了する必要があって、作

業人員を標準に対し、相当に上廻って投入する場合、又は通常

の作業手順等を、大巾に変更して施工するために、手戻り、手

待ちを生じ、作業能率が低下すると想定されるときは、実情に

より補正するもので、この乗率を適用する工事は、次の場合等

とする。 
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a 災害応急工事及び災害復旧工事で、急を要する場合 

b その他特に工程を短縮して、施工を要する場合 

（注）緊急性乗率を適用した場合は、「(ｵ) 関連工事乗率」を適

用しない。 

 

カ 割増賃金 

 割増賃金は、作業に従事するものに対し支給する手当であって、

次による。 

(ｱ)  時間外手当 

 時間外手当は、作業員が１日の実働時間(８時間)をこえた場

合の手当であって、この手当率値は、次の表によるものとする。 

        率 名  

手当名 

時間外手当率

（％） 

時 間 外 手 当        25 

（注１）この手当率値は、１時間につき時給の25％を率化したものである。 

（注２）この手当は、工事の内容等から、工程上特に必要とする場合のみ

に適用する。 

 

(ｲ)  深夜作業手当 

深夜作業手当は、作業員が 22時から翌朝５時にわたる作業を 

する場合の手当であって、この手当率値は、次の表によるもの 

とする。 

a 災害応急工事及び災害復旧工事で、急を要する場合 

b その他特に工程を短縮して、施工を要する場合 

（注）緊急性乗率を適用した場合は、「(ｵ)関連工事乗率」を

適用しない。 

 

カ 割増賃金 

割増賃金は、作業に従事するものに対し支給する手当であって、

次による。 

(ｱ) 時間外手当 

時間外手当は、作業員が１日の実働時間(８時間)をこえた場合

の手当であって、この手当率値は、次の表によるものとする。 

        率 名  

手当名 

時間外手当率

（％） 

時 間 外 手 当        25 

（注１） この手当率値は、１時間につき時給の25％を率化したものである。 

（注２） この手当は、工事の内容等から、工程上特に必要とする場合のみ

に適用する。 

 

(ｲ) 深夜作業手当 

深夜作業手当は、作業員が 22 時から翌朝５時にわたる作業を 

する場合の手当であって、この手当率値は、次の表によるもの 

とする。 
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        率 名  

手当名 

深夜作業手当率

（％） 

深夜作業手当        25 

（注１）この手当率値は、１時間につき時給の25％を率化したものである。 

（注２）この手当は、工事の内容等から、工程上特に必要とする場合のみ

に適用する。 

 

(ｳ)  役付手当 

a 役付手当は、役付作業員に支給する手当であって、この手当

率値は、次の表によるものとする。 

        率 名  

手当名 

役付手当率

（％） 

役 付 手 当        20 

（注） この手当率値は、１時間につき時給の 20％を率化したものである。 

 

b 統合役付手当は、積算の能率化をはかるため、       

屋内及び屋外作業の役付手当率を統合した統合役付手当率に

より算出するもので、この手当率値は、次の表によるものと

する。 

 

 

        率 名  

手当名 

深夜作業手当率

（％） 

深夜作業手当        25 

（注１）この手当率値は、１時間につき時給の25％を率化したものである。 

（注２）この手当は、工事の内容等から、工程上特に必要とする場合のみ

に適用する。 

 

(ｳ) 役付手当 

a 役付手当は、役付作業員に支給する手当であって、この手当

率値は、次の表によるものとする。 

        率 名  

手当名 

役付手当率

（％） 

役 付 手 当        20 

（注） この手当率値は、１時間につき時給の20％を率化したものである。 

 

b   役付手当は、積算の能率化をはかるため、専門業種別に

屋内及び屋外作業の役付手当率を統合した統合役付手当率に

より算出するもので、この手当率値は、次の表によるものと

する。 
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        率 名  

手当名 

統合役付手当率

（％） 

統合役付手当 2.63 

（注）統合役付手当は、「２．４．２ (1) エ 歩掛単価」の中に操り入れて 

あるので、別途積算はしない。 

 

(ｴ)  夜間特殊作業手当 

 夜間特殊作業手当は、作業時間帯に制約を受け、実働時間が

22時より翌朝５時までの間に施工する作業に対する手当であっ

て、この手当率値は次の表によるものとする。 

        率 名  

作業時間 

夜間特殊作業手

当率（％） 

１時間まで 105 

２   〃 80 

３   〃 60 

４   〃 45 

５   〃 40 

５ 時間を超えるもの 30 

        率 名  

専門業種別 

統合役付手当率

（％） 

電 力 機 器        
2.63 

電 力 線 路        

情報制御設備        2.63 

（注）統合役付手当は、「２．４．２(1) エ 歩掛単価」の中に操り入れて 

あるので、別途積算はしない。 

 

(ｴ) 夜間特殊作業手当 

夜間特殊作業手当は、作業時間帯に制約を受け、実働時間が

22 時より翌朝５時までの間に施工する作業に対する手当であ

って、この手当率値は次の表によるものとする。 

        率 名  

作業時間 

夜間特殊作業手

当率（％） 

１時間まで 105 

２   〃 80 

３   〃 60 

４   〃 45 

５   〃 40 

５ 時間を超えるもの 30 
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（注１） 作業時間は、停電、閉鎖及び限定された時間をいう。ただし、こ

の率値には、準備、跡片付け、移動等の時間を含む。 

（注２） 一夜に２回以上の異なる時間の作業等がある場合は、一夜の合計

時間とする。 

（注３） この手当は、深夜作業手当と併用するものとする。 

（注４） この乗率値は、派遣員に対して適用しない。 

 

 

 

２．４．３ 材料費 

 材料費は、工事に使用する材料の費用とし、次による。 

(1)  直接材料費 

 直接材料費は、建造物構成に直接必要な材料費（製品で購入するも

のを含む。）及びやり方、足場、コンクリート仮わく等の全損となる 

ものの材料費とし、その材料価格、材料数量、材料割増しは次による。 

ア 材料価格 

 材料価格は、積算時点の価格で消費税等相当額を含まないもの

とする。 

イ 材料数量 

 積算に用いる数量は、次式により算出する。ただし、材料割増し

は、次表によるものとする。 

 材料数量 ＝ 設計材料数量 ×（ 1 ＋ 材料割増し率 ） 

 ただし、ケーブルの場合は「設計材料数量＋材料割増し数量」と

する。 

 

（注１） 作業時間は、停電、閉さ及び限定された時間をいう。ただし、こ

の率値には、準備、跡片付け、移動等の時間を含む。 

（注２） 一夜に２回以上の異なる時間の作業等がある場合は、一夜の合計

時間とする。 

（注３） この手当は、深夜作業手当と併用するものとする。 

（注４） この乗率値は、派遣員に対して適用しない。 

 

 

 

２．４．３ 材料費 

材料費は、工事に使用する材料の費用とし、次による。 

(1) 直接材料費 

直接材料費は、建造物構成に直接必要な材料費（製品で購入するも

のを含む。）及びやり方、足場、コンクリート仮わく等の全損となる

ものの材料費とし、その材料価格、材料数量、材料割増しは次による。 

ア 材料価格 

材料価格は、積算時点の価格で消費税     を含まないもの

とする。 

イ 材料数量 

積算に用いる数量は、次式により算出する。ただし、材料割増し

は、次表によるものとする。 

材料数量 ＝ 設計材料数量 ×（ 1 ＋ 材料割増し率 ） 

ただし、ケーブルの場合は「設計材料数量＋材料割増し数量」と

する。 
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材 料 割 増 し 表 

 材 料 割 増 し       

鋼 材     
形 鋼 ・ 平 鋼         5％ 

そ の 他         10％ 

電 線     

屋外 
送 電 線      3％ 

一 般      2％ 

屋内 
管 路 入 線      10％ 

一 般      3％ 

ケーブル 

（一端末 

につき） 

特高 
送 電 線      1.2m 

一 般      0.4m 

高 圧 及 び 低 圧         0.4m 

高圧用トリプレックス 

（中間接続） 
1.2m 

ち ょ う 架 線 （ 一 般 ）               4％ 

電 車 線     

ト ロ リ 線         1％ 

ち ょ う 架 線         3％ 

き 電 線         1％ 

電 線 管 及 び ガ ス 管            5％ 

材 料 割 増 し 表 

 材 料 割 増 し       

鋼 材     
形 鋼 ・ 平 鋼         5％ 

そ の 他         10％ 

電 線     

屋外 
送 電 線      3％ 

一 般      2％ 

屋内 
管 路 入 線      10％ 

一 般      3％ 

ケーブル 

（一端末 

につき） 

特高 
送 電 線      1.2m 

一 般      0.4m 

高 圧 及 び 低 圧         0.4m 

高圧用トリプレックス 

（中間接続） 
1.2m 

ち ょ う 架 線 （ 一 般 ）               4％ 

電 車 線     

ト ロ リ 線         1％ 

ち ょ う 架 線         3％ 

き 電 線         1％ 

電 線 管 及 び ガ ス 管            5％ 
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（注１） 表における割増は、発生くず相当額をあらかじめ差引いたもの

とする。 

（注２） 表以外のものについては、表に準じて適正な数量とする。 

（注３） 短尺のものを多量に使用する場合、又は例外的なものについて

は、実情による。 

 

(2) 雑品及び消耗材料費 

ウ 雑品及び消耗材料費は、ビス類・ねじ・くぎ・プラグ・テープ・絶

縁及び錆止め塗料・ウエス・結束線・補修及び養生のために必要な

鉄筋、木材などの工事用補助材の費用をいう。 

エ 雑品及び消耗材料費は、次式により算出する。 

 雑品及び消耗材料費＝直接労務費×雑消費率（％） 

 雑消費率は、次の表によるものとする。 

           率 名  

専門分野 

雑消費率

（％） 

電車線路、変電、電灯電力設備 0.9 

信号、通信設備 1.2 

 

オ この率値の適用は、次による。 

(ｱ)  主材料のない試験、撤去及び移転のみの工事にも一律に適用 

する。 

(ｲ)  派遣員のみの工事工種には適用しない。 

 

（注１） 表における割増は、発生くず相当額をあらかじめ差引いたもの

とする。 

（注２） 表以外のものについては、表に準じて適正な数量とする。 

（注３） 短尺のものを多量に使用する場合、又は例外的なものについて

は、実情による。 

 

(2) 雑品及び消耗材料費 

ア 雑品及び消耗材料費は、ビス類・ねじ・くぎ・プラグ・テープ・絶

縁及び錆止め塗料・ウエス・結束線・補修及び養生のために必要な

鉄筋、木材などの工事用補助材の費用をいう。 

イ 雑品及び消耗材料費は、次式により算出する。 

雑品及び消耗材料費＝直接労務費×雑消費率（％） 

 雑消費率は、次の表によるものとする。 

           率 名  

専門業種別 

雑消費率

（％） 

電 力 機 器        
0.9 

電 力 線 路        

情 報 制 御 設 備        1.2 

 

ウ この率値の適用は、次による。 

(ｱ) 主材料のない試験、撤去及び移転のみの工事にも一律に適用  

する。 

(ｲ)  派遣員のみの工事工種には適用しない。 
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２．４．４ 運搬費 

(1)  運搬費 

 運搬費は、工事の施工に必要な材料、小形機械及び器具等の運搬、

積込、取卸し及び梱包の費用をいい、次式により算出する。ただし、

特殊自動車及び鉄道等により、特別な重量長大物等を運送運搬する

場合は、見積による。 

 運搬費 ＝ 直接労務費 × 2％（運搬経費率） 

（注１）「運搬経費率」は、新設、撤去及び試験調整工事の材料等を自動

車によって運搬するときの経費を率化したのもので、工事工種毎

に一律に適用する。ただし、見積による場合の積算を行ったもの

には、適用しない。 

（注２）「特殊自動車」とは、クレーン車、トレーラー車、タンク車等を 

いう。 

 

２．４．５ 機械損料その他 

(1)  機械損料 

ア 機械損料は、受注者が、工事を施工するために使用する受注者等

の機械及び機構が無償貸与する機械の運転等に要する費用とす

る。 

イ 機械損料の算出は、「土木関係積算標準・積算要領        

  （機械損料表）」による。 

(2)  直接仮設損料 

 直接仮設損料は、工事に使用する直接仮設用材料の費用とし、次に

よる。 

 

２．４．４ 運搬費 

(1) 運搬費 

運搬費は、工事の施工に必要な材料、小形機械及び器具等の運搬、

積込、取卸し及び梱包の費用をいい、次式により算出する。ただし、

特殊自動車及び鉄道等により、特別な重量長大物等を運送運搬する 

場合は、見積による。 

運搬費＝直接労務費×2％（運搬経費率） 

（注１）「運搬経費率」は、新設、撤去及び試験調整工事の材料等を自動

車によって運搬するときの経費を率化したのもので、工事工種毎

に一律に適用する。ただし、見積による場合の積算を行ったもの

には、適用しない。 

（注２）「特殊自動車」とは、クレーン車、トレーラー車、タンク車等を

いう。 

 

２．４．５ 機械損料その他 

(1) 機械損料 

ア 機械損料は、請負業者が、工事を施工するために使用する請負業

者等の機械及び機構が無償貸与する機械の運転等に要する費用と

する。 

イ 機械損料の算出は、「土木関係積算標準・積算要領（標準・共通

編）（機械損料表）」による。 

(2) 直接仮設損料 

直接仮設損料は、工事に使用する直接仮設用材料の費用とし、次に

よる。 
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ア 直接仮設損料は、次式により算出する。ただし、特別の場合は、実

情によるものとする。 

 直接仮設損料 ＝ 直接仮設材料費 × 材料の損料率 

イ 材料の損料率は、次の表によるものとする。 

直接仮設用材料損料率表名称 

名  称 材料の損料率 

や り 方 50％ 

足  場 30％ 

測 量 ぐ い 100％ 

型  枠 30％ 

コンクリート養生 20％ 

土  留 30％ 

 

ウ 表に掲げる材料の損料率は、木材に対するものであるから、鋼製品

等を使用する場合は、実情による。 

 

２．４．６ 特許権等使用料 

 特許権等使用料は、特許権等を使用する場合に要する費用であって、そ 

の相当額を積算する。 

 

 

ア 直接仮設損料は、次式により算出する。ただし、特別の場合は、実

情によるものとする。 

直接仮設損料＝直接仮設材料費×材料の損料率 

イ 材料の損料率は、次の表によるものとする。 

直接仮設用材料損料率表名称 

名  称 材料の損料率 

や り 方 50％ 

足  場 30％ 

測 量 ぐ い 100％ 

型  枠 30％ 

コンクリート養生 20％ 

土  留 30％ 

 

ウ 表に掲げる材料の損料率は、木材に対するものであるから、鋼製品

等を使用する場合は、実情による。 

 

２．４．６ 特許権等使用料 

特許権等使用料は、特許権等を使用する場合に要する費用であって、そ 

の相当額を積算する。 
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２．４．７ 産業廃棄物等処理費 

(1)  産業廃棄物の処理等に要する費用は見積または実例価格を参考と

して適正な価格を算出する。 

(2)  産業廃棄物の処理等に要する費用（積込運搬費は除く）について

は、「２．５．４ 現場管理費及び一般管理費等の積算」の適用はし

ない。 

 

２．４．８ 支給材料、貸与品の取扱経費 

 支給材料の保管に要する費用、貸与品の引取、返納及び修理に要する費

用は、実情に応じ計上する。 

 

２．５ 共通費 

 共通費は、間接工事費、現場管理費及び一般管理費等とし、次による。 

 

２．５．１ 間接工事費 

 間接工事費は、各工事種目に共通の費用とし、間接労務費と共通仮設費

で構成する。設計変更並びに分割工事（以下、「設計変更等」という。）に

おける間接工事費については、間接工事費を積上げにより算定した場合は

設計変更等においても積上げにより算定し、比率により算定した場合は設

計変更等においても比率により算定する。 

(1)  間接労務費 

間接労務費は、作業員の交通及び宿泊に要する費用とし、次による。 

ア 交通費  

交通費は、電工職の交通費及び作業員の作業地内の移動に要する

費用をいい、次式により算出する。 

２．４．７ 産業廃棄物等処理費 

(1) 産業廃棄物の処理等に要する費用は見積または実例価格を参考と

して適正な価格を算出する。 

(2) 産業廃棄物の処理等に要する費用（積込運搬費は除く）について 

は、「２．５．４現場管理費及び一般管理費等の積算」の適用はし 

ない。 

 

２．４．８ 支給材料、貸与品の取扱経費 

支給材料の保管に要する費用、貸与品の引取、返納及び修理に要する費

用は、実情に応じ計上する。 

 

２．５ 共通費 

共通費は、間接工事費、現場管理費及び一般管理費等とし、次による。 

 

２．５．１  間接工事費 

間接工事費は、各工事種目に共通の費用とし、間接労務費と共通仮設費 

で構成する。設計変更並びに分割工事（以下、「設計変更等」という。）

における間接工事費については、間接工事費を積上げにより算定した場合

は設計変更等においても積上げにより算定し、比率により算定した場合は

設計変更等においても比率により算定する。 

(1)  間接労務費 

間接労務費は、作業員の交通及び宿泊に要する費用とし、次による。 

ア 交通費 

交通費は、電工職の交通費及び作業員の作業地内の移動に要する

費用をいい、次式により算出する。 
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交通費 ＝ 直接労務費 × 4％（交通経費率） 

（注）「交通経費率」は、受注者の作業員が使用する自動車の経費を 

率化したもので、工事工種毎に一律に適用する。 

 

イ 宿泊費 

 宿泊費は、電工職が旅館等の宿泊に要する費用で、支給範囲は、

供給地から作業地までの距離が 50km以上を原則として、次式によ

り算出する。 

 宿泊費 ＝ 直接労務費 × 宿泊費率 

（注）この場合の直接労務費は、宿泊対象となる直接労務費をいう。 

(ｱ)  宿泊費率 

 宿泊費率は、次式により算出する。 

宿泊費率＝ 
宿泊単価×旅費職種係数×宿泊費の実工期係数 

×100％ 
歩掛単価 

a 宿泊単価 

 宿泊費率を算出する場合の宿泊単価は、別途定める。 

b 旅費職種係数 

 旅費職種係数は、宿泊費の支給対象となる電工職（以下「連

越電工職」という。）の平均的な人員を求める数値で、次によ

る。 

 

 

 

 

 

交通費＝直接労務費×4％（交通経費率） 

（注）「交通経費率」は、請負業者の作業員が使用する自動車の経費を

率化したもので、工事工種毎に一律に適用する。 

 

イ 宿泊費 

宿泊費は、電工職が旅館等の宿泊に要する費用で、支給範囲は、

供給地から作業地までの距離が50km以上を原則として、次式によ 

り算出する。 

宿泊費＝直接労務費×宿泊費率 

（注）この場合の直接労務費は、宿泊対象となる直接労務費をいう。 

(ｱ) 宿泊費率 

宿泊費率は、次式により算出する。 

宿泊費率 =
宿泊単価 × 旅費職種係数 × 宿泊費の実工期係数

歩掛単価
× 100％  

a 宿泊単価 

宿泊費率を算出する場合の宿泊単価は、別途定める。 

b 旅費職種係数 

旅費職種係数は、宿泊費の支給対象となる電工職（以下「連 

越電工職」という。）の平均的な人員を求める数値で、次によ 

る。 
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(a)  原則として、連越電工職は特電工及び電工Ａとし、次の

表によるものとする。 

        係 数  

専門分野 
旅費職種係数 

電車線路、変電、電灯電力設備 0.34 

信号、通信設備 0.47 

 

(b) 電工Ｂを連越しする場合は、連越電工職は全ての電工職と

し、次の表によるものとする。 

        係 数  

専門分野 
旅費職種係数 

電車線路、変電、電灯電力設備 0.57 

信号、通信設備 0.63 

 

c 宿泊費の実工期係数 

 宿泊費の実工期係数は、宿泊の場合に使用する数値で、次

の表によるものとする。 

 

 

 

(a) 原則として、連越電工職は特電工及び電工Ａとし、次の表によ

るものとする。 

        係 数  

専門業種別 
旅費職種係数 

電 力 機 器        
0.34 

電 力 線 路        

情報制御設備        0.47 

 

(b) 電工Ｂを連越しする場合は、連越電工職は全ての電工職と

し、次の表によるものとする。 

        係 数  

専門業種別 
旅費職種係数 

電 力 機 器        
0.57 

電 力 線 路        

情報制御設備        0.63 

 

c 宿泊費の実工期係数 

宿泊費の実工期係数は、宿泊の場合に使用する数値で、次の

表によるものとする。 
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宿泊費の実工期係数 

実 工 期 係数 実 工 期 係数 実 工 期 係数 

2 日以下 0.50 90 日以下 1.00 181 日以上 0.60 

10 日以下 0.80 120 日以下 0.85   

20 日以下 0.90 180 日以下 0.70   

 

 

(ｲ)  宿泊費の実工期 

 宿泊費の実工期は、宿泊する地域において、実際に工事を施

工すると想定される作業日数とする。 

（注）宿泊費の実工期係数を求めるための実工期の考え方は、

次の例によるものとする。 

 

種        別 

宿泊費の実工期

係数を求めるた

めの実工期 

（1）工事が単独の場合 

 ア 連続 

  Ｘ日 

 

 

 

Ｘ日とする。 

 

  

宿泊費の実工期係数 

実 工 期 係数 実 工 期 係数 実 工 期 係数 

2 日以下 0.50 90 日以下 1.00 181 日以上 0.60 

10 日以下 0.80 120 日以下 0.85   

20 日以下 0.90 180 日以下 0.70   

 

 

(ｲ)  宿泊費の実工期 

宿泊費の実工期は、宿泊する地域において、実際に工事を施 

工すると想定される作業日数とする。 

（注）宿泊費の実工期係数を求めるための実工期の考え方は、

次の例によるものとする。 

 

種        別 

宿泊費の実工期

係数を求めるた

めの実工期 

（1）工事が単独の場合 

 ア 連続 

  Ｘ日 

 

 

 

Ｘ日とする。 
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 イ 断続 

  Ｘ日 

 

     Ｘ１    Ｘ２     Ｘ３ 

 

X1 + X2 + X3

n
日 

とする。 

（塗りつぶしの

範囲は宿泊費対

象外） 

（2）工事を分割する場合 

 ア 連続 

  Ｘ日 

 

   Ｂ工事 

    Ａ工事 

     Ｙ日 

  

Ｂ工事の宿泊費

率を求める場合

の宿泊費の実工

期は 

（Ｘ＋Ｙ）日とす

る。 

 

 イ 重複 

   Ｘ日 

 

 

   Ａ工事       Ｚ日    Ｂ工事 

 

   Ｙ日 

 

Ｂ工事の宿泊費

率を求める場合

の宿泊費の実工

期は 

（Ｘ＋Ｙ－Ｚ）日

とする。 

 

 イ 断続 

  Ｘ日 

 

     Ｘ１    Ｘ２     Ｘ３ 

 

X1 + X2 + X3

n
日 

とする。 

（塗りつぶしの

範囲は宿泊費対

象外） 

（2）工事を分割する場合 

 ア 連続 

  Ｘ日 

 

   Ｂ工事 

    Ａ工事 

     Ｙ日 

  

Ｂ工事の宿泊費

率を求める場合

の宿泊費の実工

期は 

（Ｘ＋Ｙ）日とす

る。 

 

 イ 重複 

   Ｘ日 

 

 

   Ａ工事       Ｚ日    Ｂ工事 

 

   Ｙ日 

 

Ｂ工事の宿泊費

率を求める場合

の宿泊費の実工

期は 

（Ｘ＋Ｙ－Ｚ）日

とする。 
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 ウ 断続 

Ｘ日  30日以上   Ｙ日 

 

 

  Ａ工事    Ｂ工事 

 

Ｂ工事の宿泊費

率を求める場合

の宿泊費の実工

期はＹ日とする。 

ただし、30 日未満

の場合の宿泊費 

実工期は、 

（Ｘ＋Ｙ）日とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ウ 断続 

Ｘ日  30日以上   Ｙ日 

 

 

  Ａ工事    Ｂ工事 

 

Ｂ工事の宿泊費

率を求める場合

の宿泊費の実工

期はＹ日とする。 

ただし、30 日未満

の場合の宿泊費 

実工期は、 

（Ｘ＋Ｙ）日とす

る。 
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(2)  共通仮設費 

ア 共通仮設費のうち、次の内容は直接労務費に対する比率により算

定し、次式により算出する。 

(ｱ)  準備費 

 一般的な準備に要する費用で、敷地整理等で通常の準備費用

と異なる内容は別途積み上げる。 

(ｲ)  仮設建物費 

 現場事務所、倉庫、下小屋、作業員施設等に要する費用 

(ｳ)  環境安全費 

 安全標識、消火設備等の施設の設置に要する費用 

(ｴ)  屋外整理清掃費 

 屋外及び敷地周辺の後片付け及びこれに伴う屋外発生材処分

等に要する費用 

(ｵ)  機械器具費 

 共通的な工事用機械器具（測量機器、揚重器具、工具類、測

定・計測機器、雑器具）に要する費用 

(ｶ)  動力用水光熱費 

 仮設建物に関する諸費用（電気料金、水道料金） 

共通仮設費 ＝ 直接労務費 × 6.0％（共通仮設費率） 

イ 前項に含まれない費用については、積み上げにより算定する。 

ウ 宿泊が必要な場合は、「２．５．１ (1) イ 宿泊費」により算定

することとし、これによれない場合は、作業員宿舎の費用を積み

上げにより算定する。 

 

 

(2) 共通仮設費 

ア 共通仮設費のうち、次の内容は直接労務費に対する比率により算

定し、次式により算出する。 

(ｱ) 準備費 

一般的な準備に要する費用で、敷地整理等で通常の準備費用 

と異なる内容は別途積み上げる。 

(ｲ) 仮設建物費 

現場事務所、倉庫、下小屋、作業員施設等に要する費用 

(ｳ) 環境安全費 

安全標識、消火設備等の施設の設置に要する費用 

(ｴ) 屋外整理清掃費 

屋外及び敷地周辺の後片付け及びこれに伴う屋外発生材処分 

等に要する費用 

(ｵ) 機械器具費 

共通的な工事用機械器具（測量機器、楊重器具、工具類、測 

定・計測機器、雑器具）に要する費用 

(ｶ) 動力用水光熱費 

仮設建物に関する諸費用（電気料金、水道料金） 

共通仮設費＝直接労務費×6.0％（共通仮設費率） 

イ 前項に含まれない費用については、積み上げにより算定する。 

ウ 宿泊が必要な場合は、「２．５．１ (1) イ 宿泊費」により算定 

することとし、これによれない場合は、作業員宿舎の費用を積み 

上げにより算定する。 
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２．５．２ 現場管理費 

 現場管理費は次表の内容について、過去の実績等に基づく純工事費に対

する比率（以下「現場管理費率」という。）により算定することを基準とす

るが、これによれない場合は費用を積上げにより算定する。 

項  目 内 容        

技術管理費 

外注設計料及び社内設計料等の支払いに要する費用

並びに品質管理、出来形管理及び工程管理のための

試験、測定、測量、写真撮影、資料作成等に要する費

用、ただし純工事費に計上するものを除く 

労務管理費 

現場労働者及び現場雇用労働者の労務管理に要する

費用 

・募集及び解散に要する費用 

・慰安、娯楽及び厚生に要する費用 

・純工事費に含まれない作業用具及び作業用被服等   

の費用 

・賃金以外の食事、通勤費等に要する費用 

・安全、衛生に要する費用及び研修訓練等に要する費

用 

・労災保険法による給付以外に災害時に事業主が負

担する費用 

租税公課 

工事契約書等の印紙代、申請書・謄抄本登記等の証紙

代、固定資産税・自動車税等の租税公課、諸官公署手

続き費用 

保険料 

火災保険、工事保険、自動車保険、組立保険、賠償責

任保険  、法定外の労災保険の保険料及びその他

の損害保険の保険料 

２．５．２ 現場管理費 

現場管理費は次表の内容について、過去の実績等に基づく純工事費に対

する比率（以下「現場管理費率」という。）により算定することを基準とす

るが、これによれない場合は費用を積上げにより算定する。 

項  目 内 容        

技術管理費 

外注設計料及び社内設計料等の支払いに要する費用

並びに品質管理、出来形管理及び工程管理のための

試験、測定、測量、写真撮影、資料作成等に要する費

用、ただし純工事費に計上するものを除く 

労務管理費 

現場労働者及び現場雇用労働者の労務管理に要する

費用 

・募集及び解散に要する費用 

・慰安、娯楽及び厚生に要する費用 

・純工事費に含まれない作業用具及び作業用被服等

の費用 

・賃金以外の食事、通勤費等に要する費用 

・安全、衛生に要する費用及び研修訓練等に要する費

用 

・労災保険法による給付以外に災害時に事業主が負

担する費用 

租税公課 

工事契約書等の印紙代、申請書・謄抄本登記等の証紙

代、固定資産税・自動車税等の租税公課、諸官公署手

続き費用 

保険料 

火災保険、工事保険、自動車保険、組立保険、賠償責

任保険及び 法定外の労災保険の保険料      
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従業員給料手当 

現場従業員及び現場雇用従業員並びに現場雇用労働

者の給与、諸手当（交通費、住宅手当等）、賞与及び

外注人件費（「施工図等作成費」を除く。）に要する費

用 

施工図等作成費 施工図・しゅん功図等    の作成に要する費用 

退職金 
現場従業員に対する退職給与引当金繰入額及び現場

雇用従業員、現場雇用労働者の退職金 

法定福利費 

現場従業員、現場雇用従業員、現場労働者及び現場雇

用労働者に関する次の費用 

・現場従業員、現場雇用従業員及び現場雇用労働者に

関する労災保険料、雇用保険料、健康保険料及び厚生

年金保険料の事業主負担額 

・現場労働者に関する労災保険料の事業主負担額 

・建設業退職金共済制度に基づく証紙購入代金 

福利厚生費 
現場従業員に対する慰安、娯楽、厚生、貸与被服、健

康診断、医療、慶弔見舞等に要する費用 

事務用品費 

事務用消耗品費、ＯＡ機器等の事務用備品費、新聞・

図書・雑誌等の購入費、工事写真・完成写真代等の費

用 

通信交通費 通信費、旅費及び交通費 

補償費 

工事施工に伴って 通常発生する騒音、振動、濁水、

工事用車両の通行等に対して、近隣の第三者に支払

われる補償費。ただし、電波障害等に関する補償費を

除く  

その他 

会議費、式典費、工事実績の登録等に要する費用、 

各種調査に要する費用、その他上記のいずれの項目

にも属さない費用 

 

従業員給料手当 

現場従業員及び          現場雇用労働

者の給与、諸手当（交通費、住宅手当等）及び賞与           

                        

   

施工図等作成費 施工図    等を外注した場合の     費用 

退職金 
現場従業員に対する退職給与引当金繰入額及び   

現場雇用労働者の退職金 

法定福利費 

現場従業員、       現場労働者及び現場雇

用労働者に関する     

                        

   労災保険料、雇用保険料、健康保険料及び厚生

年金保険料の事業主負担額 

                        

並びに建設業退職金共済制度に基づく事業主負担額 

福利厚生費 
現場従業員に対する慰安、娯楽、厚生、貸与被服、健

康診断、医療、慶弔見舞等に要する費用 

事務用品費 

事務用消耗品費、ＯＡ機器等の事務用備品費、新聞・

図書・雑誌等の購入費、工事写真     代等の費

用 

通信交通費 通信費、旅費及び交通費 

補償費 

工事施工に伴って、通常発生する騒音、振動、濁水、

工事用車両の通行等に対して、近隣の第三者に支払

われる補償費。ただし、電波障害等に関する補償費を

除く。 

その他 

会議費、式典費、工事実績の登録等に要する費用、 

           その他上記のいずれの項目

にも属さない費用 
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２．５．３ 一般管理費等 

 一般管理費等は、次表の内容と付加利益について、工事原価に対する比

率により算定する。なお、契約保証費については、必要に応じて別途加算

する。 

表 一般管理費 

項   目 内 容        

役員報酬等 
取締役及び監査役に要する報酬及び賞与 

（損金算入分） 

従業員給料手当 
本店及び支店の従業員に対する給与、諸手当及び賞

与（賞与引当金繰入額を含む） 

退職金 
本店及び支店の役員及び従業員に対する退職金 

（退職給与引当金繰入額及び退職年金掛金を含む） 

法定福利費 

本店及び支店の従業員に関する労災保険料、雇用保

険料、健康保険料及び厚生年金保険料の事業主負担

額 

福利厚生費 
本店及び支店の従業員に対する慰安、娯楽、貸与被

服、医療、慶弔見舞等の福利厚生等に要する費用 

維持修繕費 
建物、機械、装置等の修繕維持費、倉庫物品の管理

費等 

事務用品費 
事務用消耗品費、固定資産に計上しない事務用備

品、新聞参考図書等の購入費 

通信交通費 通信費、旅費及び交通費 

動力用水光熱費 電力、水道、ガス等の費用 

調査研究費 技術研究、開発等の費用 

２．５．３ 一般管理費等 

一般管理費等は、次表の内容と付加利益について、工事原価に対する比

率により算定する。なお、契約保証費については、必要に応じて別途加算

する。 

表 一般管理費 

項   目 内    容 

役員報酬等 
取締役及び監査役に要する報酬及び賞与 

（掛金算入分） 

従業員給料手当 
本店及び支店の従業員に対する給与、諸手当及び賞

与(賞与引当金繰入額を含む) 

退職金 
本店及び支店の役員及び従業員に対する退職金 

（退職給与引当金繰入額及び退職年金掛金を含む） 

法定福利費 

本店及び支店の従業員に関する労災保険料、雇用保

険料、健康保険料及び厚生年金保険料の事業主負担

額 

福利厚生費 
本店及び支店の従業員に対する慰安、娯楽、貸与被

服、医療、慶弔見舞等の福利厚生等に要する費用 

修繕維持費 
建物、機械、装置等の修繕維持費、倉庫物品の管理費

等 

事務用品費 
事務用消耗品費、固定資産に計上しない事務用部品、

新聞参考図書等の購入費 

通信交通費 通信費、旅費及び交通費 

動力用水光熱費 電力、水道、ガス等の費用 

調査研究費 技術研究、開発等の費用 
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広告宣伝費 広告、公告又は宣伝に要する費用 

交際費 得意先、来客等の接待、慶弔見舞等に要する費用 

寄付金 社会福祉団体等に対する寄付 

地代家賃 事務所、寮、社宅等の借地借家料 

減価償却費 建物、車両、機械装置、事務用備品等の減価償却額 

試験研究費償却 
新製品又は新技術の研究のための特別に支出した

費用の償却額 

開発償却費 
新技術又は新経営組織の採用、資源の開発並びに市

場の開拓のため特別に支出した費用の償却額 

租税公課 
不動産取得税、固定資産税等の租税及び道路占有料

その他の公課 

保険料 火災保険その他の損害保険料 

契約保証費 契約の保証に必要な費用 

雑費 
社内打合せの費用、諸団体会費等の上記のいずれの

項目にも属さない費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

広告宣伝費 広告、公告又は宣伝に要する費用 

交際費 得意先、来客等の接待、慶弔見舞等に要する費用 

寄付金 社会福祉団体等に対する寄付 

地代家賃 事務所、寮、社宅等の借地借家料 

減価償却費 建物、車両、機械装置、事務用備品等の減価償却額 

試験研究費償却 
新製品又は新技術の研究のための特別に支出した費

用の償却額 

開発・償却費 
新技術又は新経営組織の採用、資源の開発並びに市

場の開拓のため特別に支出した費用の償却額 

租税公課 
不動産取得税、固定資産税等の租税及び道路占有料

その他の公課 

保険料 火災保険その他の損害保険料 

契約保証費 契約の保証に必要な費用 

雑費 
社内打合せの費用、諸団体会費等の上記のいずれの

項目にも属さない費用 
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表 付加利益等 

1 
法人税、都道府県民税、市町村民税等 

（表 一般管理費の租税公課に含むものを除く） 

2 株主配当金 

3 役員賞与（損金算入分を除く） 

4 内部留保金 

5 支払利息及び割引料、支払保証料その他の営業外費用 

 

２．５．４ 現場管理費及び一般管理費等の積算  

 現場管理費及び一般管理費等の積算は、次による。 

 現場管理費 ＝ 純工事費 × 現場管理費率 

 現場管理費率に含まれない特記事項については、別途積み上げにより 

算定して加算する。 

 一般管理費等 ＝ 工事原価 × 一般管理費等率 

 ただし、工事原価 ＝ 純工事費 ＋ 現場管理費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 付加利益等 

1 
法人税、都道府県民税、市町村民税等 

（表 一般管理費の租税公課に含むものを除く） 

2 株主配当金 

3 役員賞与（損金算入分を除く） 

4 内部留保金 

5 支払利息及び割引料、支払保証料その他の営業外費用 

 

２．５．４ 現場管理費及び一般管理費等の積算 

現場管理費及び一般管理費等の積算は、次による。 

現場管理費＝純工事費×現場管理費率 

                            

                            

一般管理費等＝工事原価×一般管理費等率 

ただし、工事原価＝純工事費＋現場管理費 
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(1) 現場管理費率 

 現場管理費率は、次表により算出する。  

現場管理費率 Jo=Exp(5.961－0.387×logeNp＋0.629×logeT)(注 1・2) 

Jo：現場管理費率（％）(注 3) 

Np：純工事費（千円） 

T ：工期（か月） 

(注１)Exp()は、指数関数 e()を表す。e は、ネイピア数（自然対数の底）

を表す。 

(注２)Np が以下の範囲を外れる場合は、現場管理費を別途定めること

ができる。 

    10,000(千円) ≦ Np ≦ 1,000,000(千円) 

(注３)Jo の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

 

(2) 一般管理費等率 

ア 一般管理費等率は、次表により算出する。 

工 事 原 価         一般管理費等率(％) 

3百万円以下 17.49 

3百万を超え 20億円以下 29.102－3.340Log（Ｃｐ） 

20 億円を超える 8.06 

ただし、Ｃｐ：一般管理費等の対象となる工事原価（千円）（千円未満は切

り捨てとする。） 

（注１）一般管理費等率の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止 

めとする。 

(1) 現場管理費率 

現場管理費率は、次表により算出する。 

純工事費の金額区分 5 百万円以下 5 百万円を超える 

 上限 38.60％ 263.03×Ｎｐ-0.2253 

現場管理費率（％） 351.48×Ｎｐ-0.3528×Ｔ0.3524 

 下限 22.91％ 156.07×Ｎｐ-0.2253 

ただし、Ｎｐ：現場管理費の対象となる純工事費（千円）とし、５百万円

以下の場合は５百万円として扱う（千円未満は切り捨てとする。） 

Ｔ：工期（か月） 

（注１） 現場管理費率の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止

めとする。 

 

(2)  一般管理費等率 

ア  一般管理費等率は、次表により算出する。 

工 事 原 価         一般管理費等率(％) 

3 百万円以下 17.49 

3 百万を超え 20 億円以下 29.102－3.340Log（Ｃｐ） 

20 億円を超える 8.06 

ただし、Ｃｐ：一般管理費等の対象となる工事原価（千円）（千円未満は

切り捨てとする。） 

（注１）一般管理費等率の値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止

めとする。 
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イ 前払金支出割合による補正 

 前払金支出割合が 35 パーセント以下において一般管理費等を

算定する場合は、次表の前払金支出割合区分毎に定める補正係数

を一般管理費等率に乗ずるものとする。 

表 一般管理費等率補正係数 

前払金支出割合区分（％） 補正係数 

5 以下 1.05 

5 を越え 15 以下 1.04 

15 を超え 25 以下 1.03 

25 を超え 35 以下 1.01 

 

ウ 一般管理費等率の補正 

 契約の保証を必要とする場合は、上記で定めた率に下記の補正

値を加算し一般管理費等率とする。 

契約の保証を必要とする場合の補正値（％）                        0.04％ 

ただし、特定建設工事共同企業体による工事及び小額工事（150 万円未

満）については、補正対象から除く。 

 

(3) 変更契約における共通費の算定  

ア 共通仮設費率、現場管理費率及び一般管理費率は、それぞれ以下

のとおりとする。 

(ｱ)  共通仮設費率は、当初請負比率を乗じる工事、当該追加の工

事に係る請負比率を乗じる工事、そのどちらにも当てはまらな

い工事の直接工事費の合計額及び工期に対応する率とする。 

イ 前払金支出割合による補正 

前払金支出割合が35パーセント以下において一般管理費等を 

算定する場合は、次表の前払金支出割合区分毎に定める補正係数

を一般管理費等率に乗ずるものとする。 

表 一般管理費等率補正係数 

前払金支出割合区分（％） 補正係数 

5 以下 1.05 

5 を越え 15 以下 1.04 

15 を超え 25 以下 1.03 

25 を超え 35 以下 1.01 

 

ウ 一般管理費等率の補正 

契約の保証を必要とする場合は、上記で定めた率に下記の補正

値を加算し一般管理費等率とする。 

契約の保証を必要とする場合の補正値（％）                        0.04％ 

ただし、特定建設工事共同企業体による工事及び小額工事（150 万円未

満）については、補正対象から除く。 

 

(3)  変更契約における共通費の算定 

ア 共通仮設費率、現場管理費率及び一般管理費率は、それぞれ以下

のとおりとする。 

(ｱ) 共通仮設費率は、当初請負比率を乗じる工事、当該追加の工

事に係る請負比率を乗じる工事、そのどちらにも当てはまらな

い工事の直接工事費の合計額及び工期に対応する率とする。 
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(ｲ)  現場管理費率は、当初請負比率を乗じる工事、当該追加の工

事に係る請負比率を乗じる工事、そのどちらにも当てはまらな

い工事の純工事費の合計額及び工期に対応する率とする。 

(ｳ)  一般管理費率は、当初請負比率を乗じる工事、当該追加の工

事に係る請負比率を乗じる工事、そのどちらにも当てはまらな

い工事の工事原価の合計額に対応する率とする。 

イ 共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等は、当初請負比率を乗

じる工事、当該追加の工事に係る請負比率を乗じる工事、そのど

ちらにも当てはまらない工事に区分して算定する。 

 

(4)  設計変更の場合の現場管理費及び一般管理費等 

 設計変更の場合の現場管理費は、現場管理費を積み上げにより算

定した場合は設計変更においても積み上げにより算定し、比率によ

り算定した場合は設計変更においても比率により算定する。 

 この場合の現場管理費は、設計変更の内容を当初発注工事内に含

めた場合の現場管理費を求め、当初発注工事の現場管理費を控除し

た額とする。 

 同様に、一般管理費等は設計変更の内容を当初発注工事内に含め

た場合の一般管理費等を求め、当初発注工事の一般管理費等を控除

した額とする。 

 ただし、設計変更については契約保証費にかかる補正を行わない。 

 

(5)  工事を分割発注する場合の現場管理費及び一般管理費等 

 本来一体とすべき同一工区・同一種別の工事を分割発注し、後工事

を現に施工中の工事の受注者と随意契約しようとする場合の現場管

(ｲ) 現場管理費率は、当初請負比率を乗じる工事、当該追加の工

事に係る請負比率を乗じる工事、そのどちらにも当てはまらな

い工事の純工事費の合計額及び工期に対応する率とする。 

(ｳ) 一般管理費率は、当初請負比率を乗じる工事、当該追加の工

事に係る請負比率を乗じる工事、そのどちらにも当てはまらな

い工事の工事原価の合計額に対応する率とする。 

イ 共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等は、当初請負比率を乗

じる工事、当該追加の工事に係る請負比率を乗じる工事、そのど

ちらにも当てはまらない工事に区分して算定する。 

 

(4) 設計変更の場合の現場管理費及び一般管理費等 

設計変更の場合の現場管理費は、現場管理費を積み上げにより算

定した場合は設計変更においても積み上げにより算定し、比率によ

り算定した場合は設計変更においても比率により算定する。 

この場合の現場管理費は、設計変更の内容を当初発注工事内に含

めた場合の現場管理費を求め、当初発注工事の現場管理費を控除し

た額とする。 

同様に、一般管理費等は設計変更の内容を当初発注工事内に含め

た場合の一般管理費等を求め、当初発注工事の一般管理費等を控除

した額とする。 

ただし、設計変更については契約保証費にかかる補正を行わない。 

 

(5) 工事を分割発注する場合の現場管理費及び一般管理費等 

本来一体とすべき同一工区・同一種別の工事を分割発注し、後工事

を現に施工中の工事の受注者と随意契約しようとする場合の現場管
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理費あるいは一般管理費等は、前工事と後工事を一括して発注した

として算定した現場管理費あるいは一般管理費等の額から前工事の

現場管理費あるいは一般管理費等の額を控除した額とする。 

 

(6)  他の積算標準を適用した場合の現場管理費及び一般管理費等 

 この積算標準によれない場合は、他の積算標準によることができ

る。この場合の積算は、直接工事費（歩掛 × 労務単価 × 数量）に

ついては適用する他の標準の数値を用いる。 

 また、現場管理費及び一般管理費等についてはこの標準で算出し

た直接工事費と他の標準で算出した直接工事費を合算した額に対し

て、この標準の乗率を適用する。 

 

２．６ 派遣費 

 派遣費は、製造業者の職員（以下「派遣員」という。）を必要とする部分

の工事施工に対する費用であって、次による。 

 

２．６．１ 派遣員の区分 

 派遣員は、製造業者の工場において常時製作業務に従事している職員を

対象とし、次のとおり区分する。 

(1)  技術員 

 工員より特に高度の技能経験を必要とする作業に従事する者。 

(2)  工  員 

 機器等の製作に直接従事し、部分的な試験及び調整等の作業に従

事する者。 

 

理費あるいは一般管理費等は、前工事と後工事を一括して発注したと

して算定した現場管理費あるいは一般管理費等の額から前工事の現

場管理費あるいは一般管理費等の額を控除した額とする。 

 

(6)  他の積算標準を適用した場合の現場管理費及び一般管理費等 

この積算標準によれない場合は、他の積算標準によることができ

る。この場合の積算は、直接工事費（歩掛×労務単価×数量）につ

いては適用する他の標準の数値を用いる。 

また、現場管理費及び一般管理費等についてはこの標準で算出し

た直接工事費と他の標準で算出した直接工事費を合算した額に対し

て、この標準の乗率を適用する。 

 

２．６ 派遣費 

派遣費は、製造業者の職員（以下「派遣員」という。）を必要とする部

分の工事施工に対する費用であって、次による。 

 

２．６．１ 派遣員の区分 

派遣員は、製造業者の工場において常時製作業務に従事している職員を

対象とし、次のとおり区分する。 

(1) 技術員 

工員より特に高度の技能経験を必要とする作業に従事する者。 

(2) 工  員 

機器等の製作に直接従事し、部分的な試験及び調整等の作業に従事

する者。 
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２．６．２ 派遣員を積算する範囲 

 各種機器あるいはシステムの組立又は機能確認等を現地で行うにあたっ

て、派遣員を必要とする作業は、次による。 

(1) 組立等において特殊な技能又は試験、調整等が必要な場合。 

(2) 機能確認等において、特殊な測定器具、方法が必要となる場合。 

(3) 新しく開発された機器等の設置及び試験、調整等の場合。 

(4) 特に必要と認める機器等の改良、修繕、設置及び試験調整等の場合。 

(5) 上記の他、特許工法、新工法又は極めて稀にしか施工しない工法等を

用いる特殊工事で、特殊な技能者を必要とする場合。 

 

２．６．３ 派遣費の算出 

 派遣費は、労務費（間接労務費、工場管理費、一般管理費等を含む）及

びその他の費用をいい、その金額については、次により算出するものとす

る。 

 派遣費 ＝ 派遣費単価 × 所要歩掛 ＋ 交通費及び日当・宿泊費 

 派遣費単価 ＝ 直接工労務単価 × （ 1 ＋ 間接労務費率 ） 

        ×（ 1 ＋ 工場管理費率 ）×（ 1 ＋ 一般管理費等率 ） 

(1)  派遣費単価 

 派遣費単価は、当該工事に従事する技術員又は工員の人件費であ

って、第３編物品製造で定める間接労務費率、工場管理費率及び一般

管理費等率により算定する。 

 

(2)  所要歩掛は、次により査定する。 

ア 所要歩掛の算出は、過去の実績、工事の実情等を考慮して適正な

ものとする。 

２．６．２  派遣員を積算する範囲 

各種機器あるいはシステムの組立又は機能確認等を現地で行うにあたっ

て、派遣員を必要とする作業は、次による。 

(1)組立等において特殊な技能又は試験、調整等が必要な場合。 

(2)機能確認等において、特殊な測定器具、方法が必要となる場合。 

(3)新しく開発された機器等の設置及び試験、調整等の場合。 

(4)特に必要と認める機器等の改良、修繕、設置及び試験調整等の場合。 

(5)上記の他、特許工法、新工法又は極めて稀にしか施工しない工法等を

用いる特殊工事で、特殊な技能者を必要とする場合。 

 

２．６．３ 派遣費の算出 

派遣費は、労務費（間接労務費、工場管理費、一般管理費等を含む）及

びその他の費用をいい、その金額については、次により算出するものとす

る。 

派遣費 ＝ 派遣費単価 × 所要歩掛 ＋ 交通費及び日当・宿泊費 

派遣費単価 ＝ 直接工労務単価 ×（ 1 ＋ 間接労務費率 ） 

×（ 1 ＋ 工場管理費率 ）×（ 1 ＋ 一般管理費等率 ） 

(1) 派遣費単価 

派遣費単価は、当該工事に従事する技術員又は工員の人件費であ 

って、第３編物品製造で定める間接労務費率、工場管理費率及び一般

管理費等率により算定する。 

 

(2) 所要歩掛は、次により査定する。 

ア 所要歩掛の算出は、過去の実績、工事の実情等を考慮して適正な

ものとする。 
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イ 歩掛補正及び割増賃金は、実情により積算する。 

                         

 

(3)  交通費及び日当・宿泊費 

 交通費及び日当・宿泊費は当該工事に直接従事する技術員又は工

員の交通費及び日当・宿泊費であって、必要により計上する。 

(注) 交通費の算出は、技術員又は工員の所属する工場等の所在地か  

らとする。 

 

(4)  工事価格に採用する共通費 

 派遣費には、「２．５．４ 現場管理費及び一般管理費等の積算」

の適用はしない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 歩掛補正      は、実情により積算する。 

ウ 割増賃金は、基準外賃金に含まれるので、積算しない。 

 

(3) 交通費及び日当・宿泊費 

交通費及び日当・宿泊費は当該工事に直接従事する技術員又は工 

員の交通費及び日当・宿泊費であって、必要により計上する。 

(注) 交通費の算出は、技術員又は工員の所属する工場等の所在地か 

らとする。 

 

(4) 工事価格に採用する共通費 

派遣費には、「２．５．４ 現場管理費及び一般管理費等の積算」

の適用はしない。 
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第３編 物品製造 

 

３．１ 適用 

 鉄道施設等の建設に係る電気関係の物品製造の積算に適用する。 

 

３．２ 製作費の構成 

 製作費の構成は、次による。 

直接材料費 

直接製作費 直接労務費 

直接経費 

純製作原価 

製作原価   間接製作費 間接労務費 

製品価格   一般管理費等   工場管理費 

製作費    運送費 

      消費税等相当額 
 

 

３．３ 製作費の算式 

   製作費の算出は次による。 

 製品価格 ＝ {（ 純製作原価 ）×（ １ ＋ 一般管理費等率 ＋運送費 } 

 製 作 費     ＝ 製品価格 ＋ 消費税等相当額 

 

３．４ 製作費の積算 

３．４．１ 直接製作費 

(1)  直接材料費 

 直接材料費は、製品を製作するために直接的に消費されるもので、

当該製品の原価として賦課することができる素材費と部品費の合計

額をいい、材料の種類及び規格ごとに所要量と単位当り価格を乗じ

第３編 物品製造 

 

３．１ 適用 

鉄道施設等の建設に係る電気関係の物品製造の積算に適用する。 

 

３．２ 製作費の構成 

製作費の構成は、次による。 

直接材料費 

直接製作費 直接労務費 

直接経費 

純製作原価 

製作原価   間接製作費 間接労務費 

製品価格   一般管理費等   工場管理費 

製作費    運送費 

      消費税 相当額 
 

 

３．３ 製作費の算式 

製作費の算出は次による。 

製品価格 ＝ {（ 純製作原価 ）×（ １ ＋ 一般管理費等率）＋運送費} 

製 作 費 ＝ 製品価格 ＋ 消費税 相当額 

 

３．４ 製作費の積算 

３．４．１ 直接製作費 

(1) 直接材料費 

直接材料費は、製品を製作するために直接的に消費されるもので、

当該製品の原価として賦課することができる素材費と部品費の合計

額をいい、材料の種類及び規格ごとに所要量と単位当り価格を乗じて



ページ 改  正 現  行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て算出する。 

(2)  直接労務費 

 直接労務費は、製品の製作に直接必要な労務費をいい、次式により

算出する。 

 直接労務費 ＝ 加工工数 × 直接工労務賃金 

 ただし、加工工数は、通常の場合、実作業に付随する間接作業時間

等を含めた実働時間とし、当該製品に係る作業種別、作業方法、工

程、使用機械、工具及び製作技術等について標準的な水準を想定し、

実例値又は製作者からの見積値を基準として適正に設定する。 

 

     実働時間の構成は、次のとおりとする。 

 

実働時間  実働作業時間   正味作業時間 

 

   間接作業時間   正味準備時間 

 

   無作業時間   作業余裕時間 
 

(3)  直接経費 

 直接経費は、特定製品の製作に要した経費で、木型費、特許権等使

用料、試運転費等で特定製品に直接賦課できる経費を計上する。 

 

３．４．２ 間接製作費 

(1)  間接労務費 

 工場の管理運営のために要する費用のうち、工場における間接工

並びに工場管理業務に従事した従業員に支払われる、基準内給与、通

勤手当、諸手当、賞与、退職金及び退職金給与引当繰越額の合計をい

算出する。 

(2) 直接労務費 

直接労務費は、製品の製作に直接必要な労務費をいい、次式により

算出する。 

直接労務費 ＝ 加工工数 × 直接工労務賃金 

ただし、加工工数は、通常の場合、実作業に付随する間接作業時間

等を含めた実働時間とし、当該製品に係る作業種別、作業方法、工程、

使用機械、工具及び製作技術等について標準的な水準を想定し、実例

値又は製作者からの見積値を基準として適正に設定する。 

 

直接工の実働時間   は、次のとおりとする。 

 

実働時間  実働作業時間   正味作業時間 

 

   間接作業時間   正味準備時間 

 

   無作業時間   作業余裕時間 
 

(3) 直接経費 

    直接経費は、特定製品の製作に要した経費で、木型費、特許権等使 

用料、試運転費等で特定製品に直接賦課できる経費を計上する。 

 

３．４．２ 間接製作費 

(1) 間接労務費 

工場の管理運営のために要する費用のうち、工場における間接工 

並びに工場管理業務に従事した従業員に支払われる、基準内給与、通

勤手当、諸手当、賞与、退職金及び退職金給与引当繰越額の合計をい
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い、直接労務費に別表の間接労務費率を乗じて求める。 

 間接労務費 ＝ 直接労務費 ×  間接労務費率 

 

(2)  工場管理費 

 工場の管理運営のために要する費用のうち、製品を製作するに当

たって間接的に必要となる材料及び間接経費の合計をいい、直接労

務費と間接労務費の合計に別表の工場管理費率を乗じて求める。 

 工場管理費 ＝（ 直接労務費 ＋ 間接労務費 ）× 工場管理費率 

 

３．４．３ 一般管理費等 

 一般管理費等は、製品毎に別表の一般管理費等率を当該製品の純製作原

価に乗じて求める。 

 一般管理費等 ＝ 純製作原価 × 一般管理費等率 

 

３．４．４ 運送費 

 運送費は、製作原価外費用として、実費相当額を計上する。 

 ただし、運送の方法、製作費に占めるその割合等を考慮して、標準的な

数値が算定できる場合は、製作原価の 2.5％を限度として計算することが

できる。 

 

 

 

 

 

 

い、直接労務費に別表の間接労務費率を乗じて求める。 

間接労務費 ＝ 直接労務費 × 間接労務費率 

 

(2) 工場管理費 

工場の管理運営のために要する費用のうち、製品を製作するに当 

たって間接的に必要となる材料及び間接経費の合計をいい、直接労 

務費と間接労務費の合計に別表の工場管理費率を乗じて求める。 

工場管理費 ＝（ 直接労務費 ＋ 間接労務費 ）× 工場管理費率 

 

３．４．３  一般管理費等 

一般管理費等は、製品毎に別表の一般管理費等率を当該製品の純製作原

価に乗じて求める。 

一般管理費等＝純製作原価× 一般管理費等率 

 

３．４．４ 運送費 

運送費は、製作原価外費用として、実費相当額を計上する。 

ただし、運送の方法、製作費に占めるその割合等を考慮して、標準的な

数値が算定できる場合は、製作原価の 2.5％を限度として計算することが

できる。 
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別表 乗率一覧表 

類別 品名 
一般管理費等

率 
間接労務費率 工場管理費率 

電気 

信号 

用品 

○電子連動機 

○継電連動機 

○ＣＴＣ装置 

○ＡＴＣ地上装置 

○信号符号送受信機 

○列車番号送受信機 

○列車番号表示装置 

○軌道回路送受信機 

○ＡＴＳ地上装置 

○自動進路制御装置 

24％以下 

（20％） 

 

105％以下 

（100％） 

 

50％以下 

（20％） 

 

発変電 

機器 

○交流遮断器 

○直流開閉装置 

○ガス絶縁開閉装置 

○電力コンデンサ 

○電力補償装置 

○電力変換器 

○電鉄用配電盤 

○変電所集中制御盤 

○配電用交流電源装置 

○タービン発電機 

○内燃発電機 

○計器用変成器 

22％以下 

（17％） 

110％以下 

（110％） 

60％以下 

（20％） 

別表 乗率一覧表 

類別 品名 
一般管理費等

率 
間接労務費率 

工場管理 

費率 

電気 

信号 

用品 

○電子連動機 

○継電連動機 

○ＣＴＣ装置 

○ＡＴＣ地上装置 

○信号符号送受信機 

○列車番号送受信機 

○列車番号表示装置 

○軌道回路送受信機 

○ＡＴＳ地上装置 

○自動進路制御装置 

24％以下 

（20％） 

 

105％以下 

（100％） 

 

50％以下 

（20％） 

 

発変電 

機器 

○交流遮断器 

○直流開閉装置 

○ガス絶縁開閉装置 

○電力コンデンサ 

○電力補償装置 

○電力変換器 

○電鉄用配電盤 

○変電所集中制御盤 

○配電用交流電源装置 

○タービン発電機 

○内燃発電機 

○計器用変成器 

22％以下 

（17％） 

110％以下 

（110％） 

60％以下 

（20％） 
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○避雷器 

○電力ろ波器 

○動力操作断路器 

25％以下 

（20％） 

100％以下 

（90％） 

50％以下 

（10％） 

変圧器 

○き電用変圧器 

○電力変換器用変圧器 

○配電用変圧器 

22％以下 

（17％） 

110％以下 

（110％） 

60％以下 

（20％） 

通信 

用品 

○データ伝送送受信装置 

○光ＰＣＭ搬送装置 

○列車無線通信装置 

○新幹線列車無線装置 

○通信情報制御監視装置 

○旅客案内情報処理装置 

29％以下 

（19％） 

110％以下 

（110％） 

65％以下 

（20％） 

電気 

一般 

用品 

○排水ポンプ装置 
25％以下 

（20％） 

100％以下 

（90％） 

50％以下 

（10％） 

注） 乗率値の（ ）数値は派遣費の単価を算定する場合に適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○避雷器 

○電力ろ波器 

○動力操作断路器 

25％以下 

（20%） 

100％以下 

（90％） 

50％以下 

（10%） 

変圧器 

○き電用変圧器 

○電力変換器用変圧器 

○配電用変圧器 

22％以下 

（17％） 

110％以下 

（110％） 

60％以下 

（20％） 

通信 

用品 

○データ伝送送受信装置 

○光ＰＣＭ搬送装置 

○列車無線通信装置 

○新幹線列車無線装置 

○通信情報制御監視装置 

○旅客案内情報処理装置 

29％以下 

（19％） 

110％以下 

（110％） 

65％以下 

（20％） 

電気 

一般 

用品 

○排水ポンプ装置 
25％以下 

（20％） 

100％以下 

（90％） 

50％以下 

（10％） 

注） 乗率値の（ ）数値は派遣費の単価を算定する場合に適用する。 
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第４編 設計等 

 

４．１ 適用 

 鉄道施設等の建設に係る電気関係工事の設計（これに付帯する測量を含

む。以下同じ。）、調査・基本設計、財産整理（以下「設計等」という。）及

び発注者支援業務の積算に適用する。 

 

４．２ 業務費の構成 

４．２．１ 設計・発注者支援業務の業務費の構成  

 設計及び発注者支援業務の業務費の構成は、次による。 

 

 

 

 

第４編 設計等 

 

４．１ 適用 

鉄道施設等の建設に係る電気関係工事の設計（これに付帯する測量を含

む。以下同じ。）、調査   、財産整理（以下「設計等」とい

う。）                  の積算に適用する。 

 

４．２ 業務費の構成 

業務費の構成は、次による。 

      直接人件費 

    直接費     材料費 

      その他経費  労務費 

  業務価格      宿泊・人件費 

      諸経費 

業務費    間接費 

      技術経費 

  消費税相当額 
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４．２．２ 調査・基本設計・財産整理の業務費の構成  

 調査・基本設計及び財産整理の業務費の構成は、次による。 

      直接人件費 

    直接費     材料費 

      その他経費  労務費 

  業務価格      宿泊・人件費 

      諸経費 

業務費    間接費 

      技術経費 

  消費税等相当額 
 

 

４．３ 設計 

４．３．１ 業務費の算出 

 業務費の算出は、「土木関係積算標準・積算要領 6-5-3 土木関係外注設計 

３業務委託料及び ４業務委託料の積算」による。 

 ただし、「業務委託料」は「業務費」に読み替える。 

 

４．３．２ 電子成果品作成費 

 電子成果品の作成費用は、次の計算式により算出するものとする。 

 ただし、これによりがたい場合は別途考慮する。 

 

 電子成果品作成費(千円)＝６．９ｘ０．４５ 

 ただし、ｘ：直接人件費（千円） 

 

 

（注）１ 上式の電子成果品作成費の算出にあたっては、直接人件費を千

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．３ 設計 

４．３．１ 業務費の算式 

設計及び設計変更の業務費は、直接費（直接人件費）と間接費（諸経費、

技術経費）を一体の構成とした「4．３．３(1)ウ標準料率」を使用し、

算出する。 

(1) 設計の場合業務費＝概算総工事費×標準料率×標準区分率×（1＋分

割料率）＋その他経費＋消費税相当額 

(2) 設計変更の場合業務費＝概算総工事費×標準料率×設計変更区分率

＋その他経費＋消費税相当額 

 

４．３．２ 積算に用いる計算の方法 

(1) 概算総工事費概算総工事費は、原則として、万円未満の端数を切捨

て、万円単位とする。 

(2) 標準料率標準料率の算出は、小数第２位を四捨五入し、小数第１位

とする。 
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円単位（小数点以下切り捨て）で代入する。 

   ２ 算出された電子成果品作成費（千円）は、千円未満を切り捨て

る（小数点以下切り捨て）ものとする。 

   ３ 電子成果品作成費の上下限については、上限：700 千円、 

下限：20 千円とする。 

 

４．３．３ 旅費交通費 

 旅費交通費の算出は、「土木関係積算標準・積算要領 6-5-9 役務編共通

（旅費交通費）2-4 旅費交通費の率を用いない積算」による。 

 

４．３．４ 標準歩掛 

 標準歩掛は、「電気関係設計標準歩掛積算要領」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 標準区分率標準料率に標準区分率を乗じて算出した金額は、円未満

の端数を切捨て、円単位とする。 

 

４．３．３ 設計の積算 

(1) 設計 

ア 概算総工事費は、類似線区の実績または予算上の計画額から類推し

た概算工事費と、詳細設計の対象となる物品製造契約対象品目（以下、

貯蔵品という）の合計額をいう。ただし、貯蔵品（中古品）、撤去品

（当該工事に使用する場合に限る）を概算工事費に加算する場合は、

貯蔵品（新品）価格又は時価に概算する。 

 

イ 概算総工事費の補正高価材料の加算、繰返し設計に該当する 

場合は、概算総工事費を補正する。 

(ｱ) 高価材料の補正 

a 高価材料とは、単価の高額な電気機械器具（装置を含む） 

をいい、主な品目は物品製造契約対象品目及び相当品並びに特高ケ

ーブルが該当する。 

 

b 高価材料を概算工事費に加算する場合は、詳細設計（技術 

計算等）に必要な範囲の金額とし、その上限は価格の50％までとす

る。 

c 高価材料による補正は、次式によるものとする。 

概算総工事費＝概算工事費＋高価材料×（～50％） 

 

(ｲ) 繰返し設計の補正 
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a 繰返し設計の補正は、繰返し部分の概算総工事費を補正するもの

とし、率は次表による。 

繰返し設計の補正率表 

繰返し回数（Ｎ） 補 正 率 （ ％ ）         

2～10 90 

11～20 80 

21～50 70 

51 以上 60 

 

b 繰返し設計とは、同形繰返しの設計をいい、繰返しの単位 

は複合体を１単位とし、同一建物内の電気設備とする。 

c 同形繰返し設計は、分割又は継続の繰返し回数（Ｎ）は連続 

とみなし、それ以外の繰返し回数（Ｎ）は２からとする。 

 

d 繰り返し設計による補正は、次式によるものとする。 

概算総工事費＝補正前の概算総工事費－繰り返し設計対象工事費× 

（1－補正率） 

(ｳ) 類似設計の補正 

a 類似設計の補正は、類似設計部分が半数以上の場合、次式 

により概算総工事費を補正するものとし、率は次表による。 

概算総工事費＝補正前の概算総工事費×測量の補正率（又は図面の 

補正率・強度計算の補正率） 

類似設計の補正率表 
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項   目 補正率（％） 

測   量 90 

図   面 90 

強 度 計 算 95 

（注）項目が重複する場合は、補正率を連乗する。 

 

b 類似設計とは、過去の成果物などにより、図面の再利用、 

強度計算の省略又は、測量の簡略などのできる設計とする。 

 

 

ウ 標準料率 

標準料率は、概算総工事費に乗じて設計に対する報酬額を算出 

するための率であり、次表によるものとする。 

標 準 料 率 表 

 

(百万円) 

標準料率 
記事 

設計Ａ 設計Ｂ 

1 以下 17.3％ 12.4％ (1)設計Ｂ

は 概 算 総

工 事 費 中

に 占 め る

高 価 材 料

の 金 額 が

1 をこえ 5

未満 
17.3－ 

2.8(X-1) 

＝の ％  

4 
 

12.4－ 

2.1(X-1) 

＝の ％  

4 
 

5 14.5％ 10.3％ 

5 をこえ 10

未満 
14.5－ 

2.7(X-5) 

＝の ％  

5 
 

10.3－ 

2.0(X-5) 

＝の ％  

5 
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10 11.8％ 8.3％ 50 ％ 以 上

とする。 

 

(2)設計Ａ

は、設計Ｂ

以 外 と す

る。 

 

(3)「Ｘ」は

概 算 総 工

事 費 で あ

る。 

10 をこえ

30 未満 
11.8－ 

3.1(X-10) 

＝の ％  

20 
 

8.3－ 

2.2(X-10) 

＝の ％  

20 
 

30 8.7％ 6.1％ 

30 をこえ

50 未満 
8.7－ 

1.5(X-30) 

＝の ％  

20 
 

6.1－ 

1.0(X-30) 

＝の ％  

20 
 

50 7.2％ 5.1％ 

50 をこえ

70 未満 
7.2－ 

0.8(X-50) 

＝の ％  

20 
 

5.1－ 

0.6(X-50) 

＝の ％  

20 
 

70 6.4％ 4.5％ 

70 をこえ

100 

未満 

6.4－ 

0.7(X-70) 

＝の ％  

30 
 

4.5－ 

0.5(X-70) 

＝の ％  

30 
 

100 5.7％ 4.0％ 

100 をこえ

300 

未満 

5.7－ 

1.1(X-100) 

＝の ％  

200 
 

4.0－ 

0.8(X-100) 

＝の ％  

200 
 

300 4.6％ 3.2％ 

300 をこえ

500 

未満 

4.6－ 

0.7(X-300) 

＝の ％  

200 
 

3.2－ 

0.5(X-300) 

＝の ％  

200 
 

500 3.9％ 2.7％ 
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500 をこえ

1,000 未満 
3.9－ 

0.5(X-500) 

＝の ％  

500 
 

2.7－ 

0.4(X-500) 

＝の ％  

500 
 

1,000 3.4％ 2.3％ 

1,000 をこ

え 2,000 未

満 

3.4－ 

0.4(X-1,000) 

＝の  ％  

1,000 
 

2.3－ 

0.1(X-1,000) 

＝の  ％  

1,000 
 

2,000

以上 
3.0％ 2.2％ 

 

エ 標準区分率 

実施設計項目ごとの成果に対する報酬額を区分する率とし、適用に

あたって必要な項目の率を乗ずるものとし、率値は次表による。 

実 施 設 計 項 目 標準区分率 

(1) 工事特記仕様書及び設計図面の作成 

(2) 労務表の作成（単価を除く） 

(3) 材料表の作成 

支給材料又は業者持材料（単価を除く） 

(4) その他の作成 

ア．機械器具の損料に関する資料 

イ．支給材料、貸与品の取扱経費に関する資料 

  積算に関する補足及び内訳資料 

69％ 

11％ 

11％ 

 

 2％ 

 

 



ページ 改  正 現  行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 分割料率設計の成果物を分割して提出させる場合の報酬額の増加割

合で、適用は次による。 

(ｱ) 適用範囲は、原則として、次による。 

a 工事種類（電力線路、電力機器、情報制御設備）が同一、かつ、 

施工範囲が同一で、一成果物を設計変更により分割する場合に適用

する。 

b 設計発注当初から複数の成果物を明記した場合においては適用し 

ない。 

 

(ｲ) 率値は、次による。 

a 5％（2 成果） 

b 10％（3 成果以上） 

 

カ 交通費、日当、宿泊費及びその他の費用 

設計に直接必要な測量等に要する交通費、日当、宿泊費及びその他の

費用は、次による。 

(ｱ) 交通費 

技術者等の交通費は、必要により計上する。 

(ｲ) 日当、宿泊費 

a 技術者の日当及び宿泊費は、必要により計上するものとし、技術

者以外の作業員については、特別な場合を除き計上しない。 

b 日当、宿泊費の算定は、積算の簡素化をはかるために所要歩掛に

日当と宿泊費との合計額を乗じて算出することができる。 

(ｳ) その他の費用仮くい、その他測量に使用する材料、消耗品費、機械
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４．４ 調査・基本設計 

４．４．１ 業務費の算式 

  業務費 ＝ 直接人件費 ×（1＋諸経費率）×（1＋技術経費率） 

                  ＋その他経費＋消費税等相当額 

 

４．４．２ 積算に用いる計算の方法 

 算出歩掛の計算は、小数第３位を四捨五入し、小数第２位とする。ただ

器具損料等の費用であって、その算定は、実情による。 

 

(2) 設計変更 

工事の設計変更業務を設計外注する場合で、設計外注した工事の設計 

変更に適用する。 

ア 概算総工事費設計変更部分の工事費は、設計変更によって生じた金 

額と減額の合計額とする。 

イ 標準料率４．３．３(1)ウの率値によるものとし、設計変更部分の 

概算総工事費に乗ずる。 

 

ウ 設計変更区分率設計変更区分率は、数量増減及び数量増減以外の場 

合を区分する率をいい、その区分率は次による。 

設計変更の項目 数量増減の場合

（％） 

数量増減以外の場合 

(％) 

率 30 93 

（注１）１件工事で数量増減のみの場合は適用しない。 

 

４．４ 調査      

４．４．１ 業務費の算式 

業務費 ＝ 直接人件費 ×（1＋諸経費率）×（1＋技術経費率） 

＋その他経費＋消費税 相当額 

  

４．４．２ 積算に用いる計算の方法 

算出歩掛の計算は、小数第３位を四捨五入し、小数第２位とする。ただ
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し、小数第３位を四捨五入の結果、歩掛が０となる場合はこの限りでない。 

 

４．４．３ 調査・基本設計の積算 

(1)  直接人件費 

ア 直接人件費は、調査・基本設計に直接従事する技術者の人件費で

あって、給料、諸手当、厚生年金、健康及び失業の各保険料、通勤

費、退職積立金等各人の給与に要する経費とし、その算定は、所要

歩掛に技術者の基準賃金を乗じて算出する。 

イ 所要歩掛の算定は、類似業務、過去の実績等から適正なものを算

出する。 

(2)  諸経費 

 諸経費は、業務運営に要する管理費、会計及び購買経費、地代、家

賃、光熱暖房費、水道料、事務用消耗品費、減価償却費、保険料、旅

費、交通費、法定福利費、福利厚生費（現場作業員に対するものを含

む）、交際費、修繕維持費、調査研究費、広告宣伝費、租税公課、雑

費、支払利息、利潤等とし、その算定は、直接人件費に諸経費率を乗

じて算出する。 

 

調査・基本設計諸経費率 100％ 

 

(3)  技術経費 

 技術経費は、会社の保持する高度の技術、経験、能力及び技術的判

断に対し支払う経費並びに高度の技術力を行使して経済設計等を行

なうに必要な調査、試験、研究費等であって、高度の技術的能力を必

要とするものについて計上し、その算定は、直接人件費と諸経費との

し、小数第３位を四捨五入の結果、歩掛が０となる場合はこの限りでない。 

 

４．４．３ 調査     の積算 

(1) 直接人件費 

ア 直接人件費は、調査     に直接従事する技術者の人件費で

あって、給料、諸手当、厚生年金、健康及び失業の各保険料、通

勤費、退職積立金等各人の給与に要する経費とし、その算定は、

所要歩掛に技術者の基準賃金を乗じて算出する。 

イ 所要歩掛の算定は、類似業務、過去の実績等から適正なものを算

出する。 

(2) 諸経費 

諸経費は、業務運営に要する管理費、会計及び購買経費、地代、家

賃、光熱暖房費、水道料、事務用消耗品費、減価償却費、保険料、旅

費、交通費、法定福利費、福利厚生費（現場作業員に対するものを含

む）、交際費、修繕維持費、調査研究費、広告宣伝費、租税公課、雑 

費、支払利息、利潤等とし、その算定は、直接人件費に諸経費率を乗

じて算出する。 

 

調 査 諸 経 費 率 100％ 

 

(3) 技術経費 

技術経費は、会社の保持する高度の技術、経験、能力及び技術的判

断に対し支払う経費並びに高度の技術力を行使して経済設計等を行

なうに必要な調査、試験、研究費等であって、高度の技術的能力を必

要とするものについて計上し、その算定は、直接人件費と諸経費との
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合計額に技術経費率を乗じて算出する。 

技 術 諸 経 費 率 20％ 

(注)「高度の技術的能力を必要とするもの」は、基本設計、誘導障害予

測、電波障害調査等のように高度の技術的知識経験及び判断力を必要と

する調査をいう。 

 

(4)  その他経費 

 その他経費は、次のとおりとし、別に実費加算する。 

ア 労務費 

 労務費は、当該作業に直接従事する技術者以外の作業員の費用 

であって、その算定は、所要歩掛に労務賃金を乗じて算出する。 

(ｱ)  所要歩掛の算定は、類似業務、過去の実績等から適正なもの

を算出する。 

(ｲ)  労務賃金は、公共工事設計労務単価による。 

イ 材料費 

 材料費は、当該作業に直接必要な材料、消耗品費、機械器具損料

等の費用であって、その算定は、実情による。 

ウ その他の費用 

 その他の費用は、当該作業に必要な交通費、日当、宿泊費等の費

用であって、交通費、日当及び宿泊費の算定は、「土木関係積算標

準・積算要領 6-5-9 役務編共通（旅費交通費）2-4 旅費交通費の

率を用いない積算」による。 

 

合計額に技術経費率を乗じて算出する。 

技 術 諸 経 費 率 20％ 

(注)「高度の技術的能力を必要とするもの」は、基本設計、誘導障害予

測、電波障害調査等のように高度の技術的知識経験及び判断力を必要

とする調査をいう。 

 

(4) その他経費 

その他経費は、次のとおりとし、別に実費加算する。 

ア 労務費 

労務費は、当該作業に直接従事する技術者以外の作業員の費用

であって、その算定は、所要歩掛に労務賃金を乗じて算出する。 

(ｱ) 所要歩掛の算定は、類似業務、過去の実績等から適正なもの 

を算出する。 

(ｲ) 労務賃金は、公共工事設計労務単価による。 

イ 材料費 

材料費は、当該作業に直接必要な材料、消耗品費、機械器具損料 

等の費用であって、その算定は、実情による。 

ウ その他の費用 

その他の費用は、当該作業に必要な交通費、日当、宿泊費等の費

用であって、交通費、日当及び宿泊費の算定は、「４．３．３(1)設

計の積算」による。 
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４．５ 財産整理 

４．５．１ 業務費の算式 

 業務費 ＝ 直接人件費×（1＋諸経費率）＋その他経費＋消費税等相当額 

 

４．５．２ 積算に用いる計算の方法 

 算出歩掛の計算は、小数第３位を四捨五入し、小数第２位とする。ただ

し、小数第３位を四捨五入の結果、歩掛が０となる場合はこの限りでない。 

 

４．５．３ 財産整理の積算 

(1)  直接人件費 

ア 直接人件費は、財産整理に直接従事する技術者の人件費であって、

給料、諸手当、厚生年金、健康及び失業の各保険料、通勤費、退職

積立金等各人の給与に要する経費とし、その算定は、所要歩掛に

技術者の基準賃金を乗じて算出する。 

イ 所要歩掛の算定は、類似業務、過去の実績等から適正なものを算

出する。 

ウ 諸経費 

 諸経費は、業務運営に要する管理費、会計及び購買経費、地代、

家賃、光熱暖房費、水道料、事務用消耗品費、減価償却費、保険料、

旅費、交通費、法定福利費、福利厚生費（現場作業員に対するもの

を含む）、接待交際費、修繕維持費、調査研究費、広告宣伝費、租

税公課、雑費、支払利息、利潤等とし、その算定は、直接人件費に

諸経費率を乗じて算出する。 

財 産 整 理 諸 経 費 率 100％ 

 

４．５ 財産整理 

４．５．１ 業務費の算式 

業務費＝直接人件費×（1＋諸経費率）＋その他経費＋消費税 相当額 

 

４．５．２ 積算に用いる計算の方法 

算出歩掛の計算は、小数第３位を四捨五入し、小数第２位とする。ただ

し、小数第３位を四捨五入の結果、歩掛が０となる場合はこの限りでない。 

 

４．５．３ 財産整理の積算 

(1) 直接人件費 

ア 直接人件費は、財産整理に直接従事する技術者の人件費であって、

給料、諸手当、厚生年金、健康及び失業の各保険料、通勤費、退職

積立金等各人の給与に要する経費とし、その算定は、所要歩掛に 

技術者の基準賃金を乗じて算出する。 

イ 所要歩掛の算定は、類似業務、過去の実績等から適正なものを算出

する。 

ウ 諸経費 

諸経費は、業務運営に要する管理費、会計及び購買経費、地代、

家賃、光熱暖房費、水道料、事務用消耗品費、減価償却費、保険料、

旅費、交通費、法定福利費、福利厚生費（現場作業員に対するもの

を含む）、接待交際費、修繕維持費、調査研究費、広告宣伝費、租 

税公課、雑費、支払利息、利潤等とし、その算定は、直接人件費に

諸経費率を乗じて算出する。 

財 産 整 理 諸 経 費 率 100％ 

 



(2)  その他経費 

 その他経費は、次のとおりとし、別に実費加算する。 

ア 労務費 

 労務費は、当該作業に直接従事する技術者以外の作業員の費用

であって、その算定は、所要歩掛に労務賃金を乗じて算出する。 

(ｱ)  所要歩掛の算定は、類似業務、過去の実績等から適正なもの

を算出する。 

(ｲ)  労務賃金は、公共工事設計労務単価による。 

イ 材料費 

 材料費は、当該作業に直接必要な材料、消耗品費、機械器具損料

等の費用であって、その算定は、直接人件費に材料費率を乗じて

算出する。 

材 料 費 率 4 ％ 

 

ウ その他の費用 

 その他の費用は、当該作業に必要な交通費、日当、宿泊費等の費

用であって、交通費、日当及び宿泊費の算定は、「土木関係積算標

準・積算要領 6-5-9 役務編共通（旅費交通費）2-4 旅費交通費の

率を用いない積算」による。 

 

４．６ 発注者支援業務の積算 

 業務費の算出は、「土木関係積算標準・積算要領 6-5-7発注者支援業務の

業務委託料の算出」による。 

 ただし、「業務委託料」は「業務費」に読み替える。 

 

(2) その他経費 

その他経費は、次のとおりとし、別に実費加算する 

ア 労務費 

労務費は、当該作業に直接従事する技術者以外の作業員の費用

であって、その算定は、所要歩掛に労務賃金を乗じて算出する。 

(ｱ) 所要歩掛の算定は、類似業務、過去の実績等から適正なもの

を算出する。 

(ｲ) 労務賃金は、公共工事設計労務単価による。 

イ 材料費 

材料費は、当該作業に直接必要な材料、消耗品費、機械器具損料

等の費用であって、その算定は、直接人件費に材料費率を乗じて算

出する。 

材 料 費 率 4 ％ 

 

ウ その他の費用 

その他の費用は、当該作業に必要な交通費、日当、宿泊費等の費

用であって、交通費、日当及び宿泊費の算定は、「４．３．３(1)設計

の積算」による。 

 

 

                               

                               

                               

                               



 

 


